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合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律 

（平成 28 年法律第 48 号） 
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平成二十八年法律第四十八号 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律 

 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 基本方針等（第三条－第五条） 

第三章 木材関連事業者の判断の基準となるべき事項等（第六条・第七条） 

第四章 木材関連事業者の登録（第八条－第十五条） 

第五章 登録実施機関（第十六条－第三十条） 

第六章 雑則（第三十一条－第三十五条） 

第七章 罰則（第三十六条－第四十条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国又は外国における違法な森林の伐採（以下「違法伐採」という。）

及び違法伐採に係る木材の流通が地球温暖化の防止、自然環境の保全、林産物の供給等の森林

の有する多面にわたる機能に影響を及ぼすおそれがあり、また、木材市場における公正な取引

を害するおそれがあるものであることに鑑み、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関し基

本的な事項を定めるとともに、木材関連事業者による合法伐採木材等の利用の確保のための措

置等を講ずることにより、自然環境の保全に配慮した木材産業の持続的かつ健全な発展を図り、

もって地域及び地球の環境の保全に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「木材等」とは、木材（一度使用され、又は使用されずに収集され、

若しくは廃棄されたもの及びこれらを材料とするものを除く。以下この条において同じ。）及

び木材を加工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物品であって主務省令で定める

もの（一度使用され、又は使用されずに収集され、若しくは廃棄されたものを除く。）をいう。 

２ この法律において「合法伐採木材等」とは、我が国又は原産国の法令（我が国の法令にあっ

ては、条例を含む。第六条第一項第一号において同じ。）に適合して伐採された樹木を材料と

する木材及び当該木材を加工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物品であって主

務省令で定めるもの（一度使用され、又は使用されずに収集され、若しくは廃棄されたものを

除く。）をいう。 

３ この法律において「木材関連事業者」とは、木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消

費者に対する販売を除く。）をする事業、木材を使用して建築物その他の工作物の建築又は建

設をする事業その他木材等を利用する事業であって主務省令で定めるものを行う者をいう。 
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第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第三条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び利用を総合的かつ計画的に推進するため、合法

伐採木材等の流通及び利用の促進に関する基本方針（以下この条及び第六条第二項において単

に「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 合法伐採木材等の流通及び利用の促進の基本的方向 

二 合法伐採木材等の流通及び利用の促進のための措置に関する事項 

三 合法伐採木材等の流通及び利用の促進の意義に関する知識の普及に係る事項 

四 その他合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを改定しようとするときは、環境大臣その他の関係

行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを改定したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するために必要な資金の確保その他の措置

を講ずるよう努めなければならない。 

２ 国は、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に資するため、国内外の木材等の生産及び流通

の状況並びに我が国及び外国の森林の持続可能な利用に関する法令、貿易等に関する法令その

他木材等の適正な流通の確保に関する法令に関する情報の収集及び提供その他の必要な措置を

講ずるとともに、第八条の木材関連事業者の登録が促進されるよう、当該登録に係る制度の周

知、第十三条第一項に規定する登録木材関連事業者による取組のうちその状況が優良なものの

公表その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、合法伐採木材等の流通及び利用を促進する意義に関

する事業者及び国民の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（事業者の責務） 

第五条 事業者は、木材等を利用するに当たっては、合法伐採木材等を利用するよう努めなけれ

ばならない。 

第三章 木材関連事業者の判断の基準となるべき事項等 

（木材関連事業者の判断の基準となるべき事項） 

第六条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するため、主務省令で、木材関連事

業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置に関し、木材関連事業者の判

断の基準となるべき次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 木材関連事業者が取り扱う木材等が我が国又は原産国の法令に適合して伐採されているこ

との確認に関する事項 

二 前号の確認ができない場合において合法伐採木材等の利用を確保するために木材関連事業

者が追加的に実施することが必要な措置に関する事項 

三 木材関連事業者が木材等を譲り渡すときに必要な措置に関する事項 

5



四 第一号の確認及び第二号の措置に係る記録の管理に関する事項その他主務省令で定める事

項 

２ 前項の木材関連事業者の判断の基準となるべき事項は、基本方針に即し、かつ、国内外の木

材等の生産及び流通の状況、我が国及び外国の森林の持続可能な利用に関する法令、貿易等に

関する法令その他木材等の適正な流通の確保に関する法令の執行の状況、木材関連事業者の営

む事業の種類その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改

定をするものとする。 

（指導及び助言） 

第七条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するため必要があると認めるときは、

木材関連事業者に対し、前条第一項の木材関連事業者の判断の基準となるべき事項を勘案して、

合法伐採木材等の利用を確保するための措置について必要な指導及び助言をすることができる。 

第四章 木材関連事業者の登録 

（木材関連事業者の登録） 

第八条 木材関連事業者であってその取り扱う木材等について合法伐採木材等の利用を確保する

ための措置を講ずるものは、主務省令で定めるところにより、第十六条から第十八条までの規

定により主務大臣の登録を受けた者（以下「登録実施機関」という。）が行う登録を受けるこ

とができる。 

（登録の申請） 

第九条 前条の木材関連事業者の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を登録実施機関に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる事業の範囲に係る事項として主務省

令で定める事項 

２ 前項の申請書には、講じようとする合法伐採木材等の利用を確保するための措置の内容につ

いて主務省令で定める事項を記載した書類を添付しなければならない。 

（登録の実施） 

第十条 登録実施機関は、前条の規定による登録の申請があったときは、次条第一項の規定によ

り登録を拒否する場合を除き、次に掲げる事項を木材関連事業者登録簿に登録しなければなら

ない。 

一 前条第一項各号に掲げる事項 

二 登録年月日及び登録番号 

２ 登録実施機関は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を登録の申請者に

通知するとともに、主務省令で定める事項を公示しなければならない。 

（登録の拒否） 

第十一条 登録実施機関は、第九条の規定による登録の申請が次の各号のいずれかに該当すると

きは、その登録を拒否しなければならない。 

一 申請者が、第六条第一項の木材関連事業者の判断の基準となるべき事項を踏まえ、その取

り扱う木材等について合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ずる

者と認められないとき。 
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二 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執

行を受けることがなくなった日から一年を経過しない者であるとき。 

三 申請者が第十四条第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から一年を経過

しない者であるとき。 

四 申請者が法人である場合において、その役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があ

るとき。 

２ 登録実施機関は、前項の規定により登録の拒否をしたときは、遅滞なく、その理由を示して、

その旨を登録の申請者に通知しなければならない。 

（登録の更新） 

第十二条 第八条の木材関連事業者の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によって、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の更新について準用する。 

（名称の使用等） 

第十三条 第八条の木材関連事業者の登録を受けた者（以下「登録木材関連事業者」という。）

は、主務省令で定めるところにより、当該登録に係る合法伐採木材等の利用を確保するための

措置を講ずる事業の範囲において、登録木材関連事業者という名称を用いることができる。 

２ 登録木材関連事業者は、前項に定める場合を除き、登録木材関連事業者という名称又はこれ

に紛らわしい名称を用いてはならない。 

３ 登録木材関連事業者以外の者は、登録木材関連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称

を用いてはならない。 

（登録の取消し） 

第十四条 登録実施機関は、登録木材関連事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

登録木材関連事業者について登録を取り消すことができる。 

一 第十一条第一項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 前条第二項の規定に違反して登録木材関連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を

用いたとき。 

三 不正の手段により第八条の木材関連事業者の登録又はその更新を受けたとき。 

２ 第十一条第二項の規定は、前項の場合に準用する。 

（登録の抹消） 

第十五条 登録実施機関は、前条第一項の規定による登録の取消しをしたとき又は登録の抹消の

申請があったときは、当該登録木材関連事業者の登録を抹消するとともに、その旨を公示しな

ければならない。 

第五章 登録実施機関 

（登録実施機関の登録） 

第十六条 第八条の主務大臣の登録（以下「登録実施機関の登録」という。）は、同条の木材関

連事業者の登録の実施に関する事務（以下「登録実施事務」という。）を行おうとする者の申

請により行う。 
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（欠格条項） 

第十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、登録実施機関の登録を受けることができない。 

一 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

二 第二十七条の規定により登録実施機関の登録を取り消され、その取消しの日から二年を経

過しない者 

三 法人であって、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

（登録実施機関の登録の要件等） 

第十八条 主務大臣は、第十六条の規定により登録実施機関の登録を申請した者（前条各号のい

ずれかに該当する者を除く。以下この項において「登録申請者」という。）が次に掲げる要件

の全てに適合しているときは、その登録実施機関の登録をしなければならない。この場合にお

いて、登録に関して必要な手続は、主務省令で定める。 

一 国際標準化機構及び国際電気標準会議が定めた製品、手続及びサービスの認証を行う機関

に関する基準に適合する者その他の登録実施事務を適正に実施することができると認められ

る者であること。 

二 登録申請者が、木材関連事業者に支配されているものとして次のいずれかに該当するもの

でないこと。 

イ 登録申請者が株式会社である場合にあっては、木材関連事業者がその親法人（会社法（平

成十七年法律第八十六号）第八百七十九条第一項に規定する親法人をいう。）であること。 

ロ 登録申請者の役員に占める木材関連事業者の役員又は職員（過去二年間に当該木材関連

事業者の役員又は職員であった者を含む。）の割合が二分の一を超えていること。 

ハ 登録申請者（法人にあっては、その代表権を有する役員）が、木材関連事業者の役員又

は職員（過去二年間に当該木材関連事業者の役員又は職員であった者を含む。）であるこ

と。 

２ 登録実施機関の登録は、登録実施機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 登録実施機関の登録の年月日及び登録番号 

二 登録実施機関の登録を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地） 

三 登録実施機関の登録を受けた者が登録実施事務を行う事務所の所在地 

（登録実施機関の登録の更新） 

第十九条 登録実施機関の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によっ

て、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、登録実施機関の登録の更新について準用する。 

（登録実施の義務） 

第二十条 登録実施機関は、登録実施事務を行うことを求められたときは、正当な理由がある場

合を除き、遅滞なく、登録実施事務を行わなければならない。 

２ 登録実施機関は、公正に、かつ、主務省令で定める基準に適合する方法により登録実施事務

を行わなければならない。 
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（事務所の変更の届出） 

第二十一条 登録実施機関は、登録実施事務を行う事務所の所在地を変更しようとするときは、

変更しようとする日の二週間前までに、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

（登録実施事務規程） 

第二十二条 登録実施機関は、登録実施事務に関する規程（次項において「登録実施事務規程」

という。）を定め、登録実施事務の開始前に、主務大臣に届け出なければならない。これを変

更しようとするときも、同様とする。 

２ 登録実施事務規程には、登録実施事務の実施方法、登録実施事務に関する料金その他の主務

省令で定める事項を定めておかなければならない。 

（登録実施事務の休廃止） 

第二十三条 登録実施機関は、登録実施事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとすると

きは、主務省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を主務大臣に届け出なければなら

ない。 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第二十四条 登録実施機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対

照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）

の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。以下「財務諸表等」という。）を作

成し、五年間事務所に備えて置かなければならない。 

２ 木材関連事業者その他の利害関係人は、登録実施機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げ

る請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録実施機関の定

めた費用を支払わなければならない。 

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事

項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって主務省令で定めるものにより提

供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

（適合命令） 

第二十五条 主務大臣は、登録実施機関が第十八条第一項各号のいずれかに適合しなくなったと

認めるときは、その登録実施機関に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

（改善命令） 

第二十六条 主務大臣は、登録実施機関が第二十条の規定に違反していると認めるときは、その

登録実施機関に対し、登録実施事務を行うべきこと又は木材関連事業者の登録の方法その他の

業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 
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（登録実施機関の登録の取消し等） 

第二十七条 主務大臣は、登録実施機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録実施

機関の登録を取り消し、又は期間を定めて登録実施事務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ

とができる。 

一 第十七条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

二 第二十一条から第二十三条まで、第二十四条第一項又は次条の規定に違反したとき。 

三 正当な理由がないのに第二十四条第二項各号の規定による請求を拒んだとき。 

四 前二条の規定による命令に違反したとき。 

五 不正の手段により登録実施機関の登録又はその更新を受けたとき。 

（帳簿の記載等） 

第二十八条 登録実施機関は、主務省令で定めるところにより、帳簿を備え、登録実施事務に関

し主務省令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。 

（公示） 

第二十九条 主務大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。 

一 登録実施機関の登録をしたとき。 

二 第二十一条又は第二十三条の規定による届出があったとき。 

三 第二十七条の規定により登録実施機関の登録を取り消し、又は登録実施事務の全部若しく

は一部の停止を命じたとき。 

（聴聞の方法の特例） 

第三十条 第二十七条の規定による処分に係る聴聞の期日における審理は、公開により行わなけ

ればならない。 

第六章 雑則 

（適切な連携） 

第三十一条 国は、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に当たっては、合法伐採木材等への需

要の転換に寄与する活動を行う事業者、民間の団体等との適切な連携を図るものとする。 

（国際協力の推進） 

第三十二条 国は、木材資源の相当部分を輸入に依存する我が国において合法伐採木材等の流通

及び利用を促進するためには、原産国においてその法令に適合した森林の伐採が確保されるこ

とが重要であることに鑑み、外国における違法伐採の抑止のための国際的な連携の確保その他

の合法伐採木材等の流通及び利用に関する国際協力を推進するために必要な措置を講ずるもの

とする。 

（報告及び立入検査） 

第三十三条 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、木材関連事業者に対し、合法

伐採木材等の利用の確保の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、木材関連事業者の事務所、

工場、事業場若しくは倉庫に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、登録実施機関に対し、その業務に関し

報告をさせ、又はその職員に、登録実施機関の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。 
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３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

（主務大臣等） 

第三十四条 この法律における主務大臣は、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣とす

る。ただし、第七条に規定する指導及び助言に関する事項並びに前条第一項の規定による報告

の徴収及び立入検査に関する事項については、農林水産大臣及び当該木材関連事業者の事業を

所管する大臣とする。 

２ この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。 

３ この法律に規定する主務大臣の権限は、主務省令で定めるところにより、その一部を地方支

分部局の長に委任することができる。 

（省令への委任） 

第三十五条 この法律に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、主務省令で

定める。 

第七章 罰則 

第三十六条 第二十七条の規定による登録実施事務の停止の命令に違反した者は、一年以下の懲

役又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十三条第三項の規定に違反した者 

二 第二十三条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第二十八条の規定に違反して、同条に規定する事項の記載をせず、虚偽の記載をし、又は

帳簿を保存しなかった者 

四 第三十三条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

第三十八条 第三十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の罰金に処する。 

第三十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は

人の業務に関し前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても、各本条の罰金刑を科する。 

第四十条 第二十四条第一項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載す

べき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は正当な理由がないのに同条第二項各号の

規定による請求を拒んだ者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して一年を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

２ この法律の施行の際現に登録木材関連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を用いて

いる者については、第十三条第三項の規定は、この法律の施行後六月間は、適用しない。 
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（検討） 

３ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（登録免許税法の一部改正） 

４ 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

別表第一第九十一号の次に次のように加える。 

九十一の二 木材関連事業者の登録又は木材関連事業者に係る登録実施機関の登録 

(一) 合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成二十八年

法律第四十八号）第八条（木材関連事業者の登録）の木材関連事業者の登

録（更新の登録を除く。） 

登録

件数 

一件につ

き一万五

千円 

(二) 合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律第八条の登録

実施機関に係る登録（更新の登録を除く。） 

登録

件数 

一件につ

き九万円 
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資料１－２ 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則 

（平成 29 年農林水産省・経済産業省・国土交通省令第 1 号） 
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平成二十九年農林水産省・経済産業省・国土交通省令第一号 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則  

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成二十八年法律第四十八号）第二条、

第六条第一項第四号、第八条、第九条第一項第二号及び第二項並びに第十条第二項（これらの規

定を同法第十二条第二項において準用する場合を含む。）、第十三条第一項、第十八条第一項（同

法第十九条第二項において準用する場合を含む。）、第二十条第二項、第二十二条第二項、第二

十三条、第二十四条第二項第三号及び第四号、第二十八条並びに第三十五条の規定に基づき、並

びに同法を実施するため、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則を次のよ

うに定める。 

（定義） 

第一条 この省令において使用する用語は、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律

（以下「法」という。）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 第一種木材関連事業 次のイからニまでに掲げる事業をいう。 

イ 樹木の所有者から当該樹木を材料とする丸太を譲り受けた者が行う当該丸太の加工、輸

出又は販売（消費者に対する販売を除く。以下同じ。）をする事業（第三者に委託して当

該加工、輸出又は販売をする事業を含む。） 

ロ 樹木の所有者が行う当該樹木を材料とする丸太の加工又は輸出をする事業（第三者に委

託して当該加工又は輸出をする事業を含む。） 

ハ 樹木の所有者から当該樹木を材料とする丸太の販売の委託を受けた者（その者から当該

丸太の販売の再委託を受けた者を含む。）が行う当該丸太を木材取引のために開設される

市場において販売をする事業 

ニ 木材等の輸入をする事業 

二 第二種木材関連事業 法第二条第三項に規定する木材関連事業者が行う事業のうち、第一

種木材関連事業以外のものをいう。 

（家具、紙等の物品） 

第二条 法第二条第一項及び第二項の主務省令で定める物品は、次に掲げるものとする。 

一 椅子、机、棚、収納用じゅう器、ローパーティション、コートハンガー、傘立て、掲示板、

黒板、ホワイトボード及びベッドフレームのうち、部材に主として木材を使用したもの 

二 木材パルプ 

三 コピー用紙、フォーム用紙、インクジェットカラープリンター用塗工紙、塗工されていな

い印刷用紙、塗工されている印刷用紙、ティッシュペーパー及びトイレットペーパーのうち、

木材パルプを使用したもの 

四 フローリングのうち、基材に木材を使用したもの 

五 木質系セメント板 

六 サイディングボードのうち、木材を使用したもの 

七 前各号に掲げる物品の製造又は加工の中間工程で造られたものであって、以後の製造又は

加工の工程を経ることによって当該物品となるもののうち、木材又は木材パルプを使用した

もの 
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（木材等を利用する事業） 

第三条 法第二条第三項の主務省令で定める事業は、電気事業者による再生可能エネルギー電気

の調達に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条第五項に規定する認定事業者

が行う木質バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネルギー源として利用することが

できるもの（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並びにこれらから製造される製品を除

く。）のうち木に由来するものをいう。以下同じ。）を変換して得られる電気を電気事業者（同

条第一項に規定する電気事業者をいう。以下同じ。）に供給する事業とする。 

（木材関連事業者の判断の基準となるべき事項） 

第四条 法第六条第一項第四号の主務省令で定める事項は、木材関連事業者の体制の整備に関す

る事項とする。 

（木材関連事業者の登録の申請） 

第五条 法第八条の木材関連事業者の登録（法第十二条第一項の登録の更新を含む。第八条にお

いて単に「登録」という。）を受けようとする木材関連事業者は、当該登録に係る事業の範囲

を登録実施事務の対象とする登録実施機関に申請をしなければならない。 

（申請書の記載事項等） 

第六条 法第九条第一項第二号（法第十二条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令

で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 第一種木材関連事業又は第二種木材関連事業の別 

二 木材等の製造、加工、輸入、輸出若しくは販売をする事業、木材を使用して建築物その他

の工作物の建築若しくは建設をする事業又は木質バイオマスを変換して得られる電気を電気

事業者に供給する事業の別 

三 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる部門、事務所、工場又は事業場 

四 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる木材等の種類 

五 前号の木材等の一年間の重量、面積、体積又は数量の見込み 

六 第一種木材関連事業を行う者にあっては、当該第一種木材関連事業に係る第四号の木材等

の原材料（第二条第一号に掲げる物品にあってはその部材の原材料に限り、同条第四号に掲

げる物品にあってはその基材の原材料に限る。）となっている樹木の樹種及び当該樹木が伐

採された国又は地域 

２ 第一種木材関連事業を行う者は、前項第三号及び第四号に掲げる事項を記載するに当たって

は、当該第一種木材関連事業に係る全ての部門、事務所、工場及び事業場並びに全ての木材等

の種類を記載しなければならない。 

（申請書の添付書類） 

第七条 法第九条第二項（法第十二条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定め

る事項は、次に掲げるものとする。 

一 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ずる方法に係る事項 

二 合法伐採木材等の分別管理、合法伐採木材等の利用を確保するための措置に関する責任者

の設置その他の必要な体制の整備に係る事項 

２ 法第九条第一項の申請書には、同条第二項に規定する書類のほか、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 
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一 個人にあっては、住民票の写し 

二 法人にあっては、定款又は寄附行為、登記事項証明書及び役員の名簿 

三 申請者が法第十一条第一項第二号から第四号までに該当しないことを証する書類 

（登録に係る公示事項等） 

第八条 法第十条第二項（法第十二条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定め

る事項は、次に掲げるものとする。 

一 登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 第六条第一項第一号から第四号までに掲げる事項 

三 登録年月日及び登録番号 

２ 登録実施機関は、登録をしたときは、遅滞なく、前項各号に掲げる事項を、当該登録を抹消

する日までの間、事務所において公衆の閲覧に供するほか、インターネットの利用その他適切

な方法により公示しなければならない。 

（木材関連事業者の登録事項の変更） 

第九条 登録木材関連事業者は、法第九条第一項各号に掲げる事項に変更があったときは、遅滞

なく、登録実施機関に変更の登録を申請しなければならない。 

２ 登録木材関連事業者は、前項の規定による申請をしようとするときは、同項の変更があった

事項を記載した書類並びに法第九条第二項に規定する書類及び第七条第二項に規定する書類の

うち当該変更を証するものを登録実施機関に提出しなければならない。 

３ 登録実施機関は、第一項の規定による申請があったときは、法第十四条第一項の規定により

登録を取り消す場合を除き、第一項の変更があった事項を木材関連事業者登録簿に記載して、

変更の登録をしなければならない。 

４ 登録実施機関は、前項の変更の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を、第一項の規定によ

る申請をした登録木材関連事業者に通知するとともに、公示しなければならない。 

５ 前条第二項の規定は、前項の規定による公示について準用する。 

（名称の使用） 

第十条 法第十三条第一項の規定により登録木材関連事業者が用いることができる名称は、次の

各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める名称とする。 

一 第一種木材関連事業を行う者 第一種登録木材関連事業者 

二 第二種木材関連事業を行う者 第二種登録木材関連事業者 

２ 前項第二号に定める名称を用いる登録木材関連事業者は、当該登録に係る事業の範囲につい

て誤解を招くおそれのある掲示を行わない等の適切な措置を講じなければならない。 

（登録の抹消に係る公示事項等） 

第十一条 登録実施機関は、法第十五条の規定により登録を抹消したときは、次に掲げる事項を

公示しなければならない。 

一 登録が抹消された者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 第六条第一項第一号から第四号までに掲げる事項 

三 登録を抹消した年月日 

四 登録が抹消された者の登録番号 
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２ 登録実施機関は、登録を抹消したときは、遅滞なく、前項各号に掲げる事項を、当該抹消の

日後一年を経過する日までの間、事務所において公衆の閲覧に供するほか、インターネットの

利用その他適切な方法により公示しなければならない。 

（登録実施機関の登録の申請） 

第十二条 法第十六条の登録実施機関の登録（法第十九条第一項の登録の更新を含む。第二十一

条において単に「登録」という。）を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を主務大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 登録実施事務を行おうとする事務所の所在地 

三 登録実施事務を開始しようとする年月日 

四 登録実施事務の対象 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、当該申請者が、当

該書類に記載された事項をインターネットの利用その他適切な方法により公表している場合で

あって、当該事項を確認するために必要な事項を記載した書類を同項の申請書と併せて提出す

るときは、当該事項を記載した書類の添付を省略することができる。 

一 個人にあっては、次に掲げる書類 

イ 住民票の写し 

ロ 財産に関する調書 

二 法人にあっては、次に掲げる書類 

イ 定款又は寄附行為 

ロ 登記事項証明書 

ハ 役員の氏名及び略歴を記載した書類 

ニ 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目

録又はこれらに準ずるもの（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、そ

の設立時における財産目録） 

三 申請者が法第十七条各号のいずれにも該当しないことを証する書類 

四 申請者が法第十八条第一項各号のいずれにも適合することを証する書類 

（登録実施機関の登録事項等の変更） 

第十三条 登録実施機関は、法第十八条第二項第二号又は前条第一項第四号に掲げる事項に変更

があったときは、遅滞なく、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

２ 登録実施機関は、法第二十一条又は前項の規定による届出をしようとするときは、同条又は

同項の変更があった事項を記載した書類を主務大臣に提出しなければならない。 

３ 主務大臣は、法第二十一条又は第一項の規定による届出（法第十八条第二項第二号又は第三

号に掲げる事項の変更に係るものに限る。）を受けたときは、当該変更があった事項を登録実

施機関登録簿に記載して、変更の登録をしなければならない。 

４ 主務大臣は、前項の変更の登録をしたときは、その旨を官報に公示しなければならない。 
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（登録の更新） 

第十四条 法第十九条第一項の登録の更新を受けようとする登録実施機関は、その者が現に受け

ている登録の有効期間の満了の日の六月前までに、主務大臣に登録の更新の申請をしなければ

ならない。 

２ 前項の申請があった場合において、その登録の有効期間の満了の日までにその申請に対する

処分がされないときは、従前の登録は、その有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の有

効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（登録実施事務の方法に関する基準） 

第十五条 法第二十条第二項の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 法第八条の木材関連事業者の登録（第九条第三項の変更の登録及び法第十二条第一項の登

録の更新を含む。以下この条及び第二十条において単に「登録」という。）をしようとする

ときは、申請者が法第十一条第一項各号のいずれにも該当しないことについて、当該申請に

係る書類の審査及び必要に応じて行う当該申請者への質問その他の調査により確認すること。 

二 登録をしようとするときは、あらかじめ、申請者と次に掲げる事項を取り決めること。 

イ 申請者は、登録を受けたときは、少なくとも毎年一回、合法伐採木材等の利用を確保す

るための措置の実施状況について登録実施機関に報告を行うこと。 

ロ 申請者は、登録を受けたときは、当該登録に係る事業の範囲において合法伐採木材等の

利用を確保するための措置を適切かつ確実に講じていること及び第十条の規定を遵守して

いることについて登録実施機関が確認の必要があると認める場合に行う質問その他の方法

による調査に協力すること。 

三 前号イの報告又は同号ロの調査の結果、登録木材関連事業者が法第十一条第一項第一号又

は第十四条第一項第二号に該当すると認められるときは、当該登録木材関連事業者に対し、

登録に係る事業の範囲において合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実

に講じ、又は第十条の規定を遵守すべきことを請求すること。 

四 登録実施事務に関して知り得た秘密を保持すること。 

（弁明の機会の付与） 

第十六条 登録実施機関は、法第十四条第一項の規定による登録木材関連事業者の登録の取消し

をしようとするときは、その一週間前までに、当該登録木材関連事業者にその旨を通知し、弁

明の機会を付与しなければならない。 

（登録実施事務規程） 

第十七条 法第二十二条第二項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 登録実施事務の対象に関する事項 

二 登録実施事務を行う時間及び休日に関する事項 

三 登録実施事務を行う事務所に関する事項 

四 登録実施事務に関する料金の収納に関する事項 

五 登録実施事務の実施方法に関する事項 

六 登録実施事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項 
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七 登録実施事務に関する帳簿、書類等の管理に関する事項 

八 登録実施事務に関する公正の確保に関する事項 

九 登録実施事務を行う組織に関する事項 

十 登録実施事務を行う者の職務に関する事項 

十一 その他登録実施事務に関し必要な事項 

（登録実施事務の休廃止の届出） 

第十八条 登録実施機関は、法第二十三条の規定による届出をしようとするときは、登録実施事

務を休止し、又は廃止しようとする日の六月前までに、次に掲げる事項を記載した届出書を主

務大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 休止し、又は廃止しようとする登録実施事務を行う事務所の所在地 

三 休止し、又は廃止しようとする登録実施事務の対象 

四 休止し、又は廃止しようとする年月日 

五 休止しようとする場合には、その期間 

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等） 

第十九条 法第二十四条第二項第三号の主務省令で定める方法は、当該電磁的記録に記録された

事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

２ 法第二十四条第二項第四号の主務省令で定める電磁的方法は、次に掲げるもののうち、登録

実施機関が定めるものとする。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、

受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができ

る物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

（帳簿） 

第二十条 法第二十八条の帳簿は、登録実施事務を行う事務所ごとに作成して備え付け、登録実

施事務を廃止するまで保存しなければならない。 

２ 法第二十八条の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 法第九条第一項各号に掲げる事項 

二 登録の申請を受けた年月日 

三 登録又は登録の拒否の別 

四 登録の拒否をした場合には、その理由 

五 登録をした場合には、登録年月日及び登録番号 

六 その他登録実施事務の実施に関し必要な事項 

３ 登録実施機関は、登録又は登録の拒否をしたときは、遅滞なく、前項各号に掲げる事項を帳

簿に記載しなければならない。 

（登録実施機関の公示） 

第二十一条 主務大臣は、登録をしたときには、次に掲げる事項を公示しなければならない。 

一 法第十八条第二項各号に掲げる事項 
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二 登録実施機関の登録実施事務の対象 

（身分証明書の様式） 

第二十二条 法第三十三条第一項及び第二項の規定により立入検査をする職員の携帯する身分証

明書の様式は、別記様式によるものとする。 

附 則 

この省令は、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律の施行の日（平成二十九年五

月二十日）から施行する。 
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資料１－３ 

木材関連事業者の合法伐採木材等の利用の確保に関する 

判断の基準となるべき事項を定める省令 

（平成 29 年農林水産省・経済産業省・国土交通省令第 2 号） 
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資料１－４ 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する基本方針 

（平成 29 年農林水産省・経済産業省・国土交通省告示第 1 号） 
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資料１－５ 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律の手引 

（平成 29 年 9 月 農林水産省・経済産業省・国土交通省作成） 
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合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律の手引 

（平成 29年９月 15日版） 

１ 本法の目的 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成 28年法律第 48号。以

下「本法」という。）は、我が国又は外国における違法な森林の伐採及び違法伐採

に係る木材の流通が地球温暖化の防止、自然環境の保全、林産物の供給等の森林の

有する多面にわたる機能に影響を及ぼすおそれがあり、また、木材市場における公

正な取引を害するおそれがあるものであることに鑑み、木材関連事業者による合法

伐採木材等の利用の確保のための措置等を講ずることにより、自然環境の保全に配

慮した木材産業の持続的かつ健全な発展を図り、もって地域及び地球の環境の保全

に資することを目的としています。 

このように、本法は、違法伐採木材の流通を取り締まるのではなく、木材関連事

業者に対して、取り扱う木材等の原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法

令に適合して伐採されたことの確認（以下「合法性の確認」という。）その他の措

置の実施を促すことにより、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するものです。 

２ 本法の施行により求められること 

これまで、我が国では、違法伐採対策として、国等による環境物品等の調達の推

進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）に基づく環境物品等の調達の推進に

関する基本方針（平成 13年 3月 9日環境省告示第 11号）を改定するとともに、「木

材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」を作成すること

により、政府調達の対象となる木材・木材製品について、合法性の証明を求めてき

ました。 

本法の施行により、政府調達のみならず、民間需要においても、全ての事業者に、

合法伐採木材等を利用するよう努めることが求められることとなります。 

特に、木材関連事業者には、本法に基づく登録の有無にかかわらず、本法の対象

とする木材等について、合法性の確認その他の措置を講ずるよう努めることが求め

られることとなります。 

３ 本法の対象とする木材等 

本法の対象とする木材等は、「木材」及び「木材を加工し、又は主たる原料とし

て製造した家具、紙等の物品であって主務省令で定めるもの（以下「家具、紙等の

物品」という。）」です。 

具体的には、「木材」には、「丸太」、「ひき板及び角材」、「単板及び突き板」、

「合板、単板積層材及び集成材」及び「木質ペレット、チップ状又は小片状の木材」

が該当します。 

また、「家具、紙等の物品」には、 

・椅子、机、棚、収納用じゅう器、ローパーテーション、コートハンガー、傘立て、

掲示板、黒板、ホワイトボード及びベッドフレームのうち、部材に主として木材

を使用したもの
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・木材パルプ 

・コピー用紙、フォーム用紙、インクジェットカラープリンター用塗工紙、塗工さ

れていない印刷用紙、塗工されている印刷用紙、ティッシュペーパー及びトイレ

ットペーパーのうち、木材パルプを使用したもの 

・フローリングのうち、基材に木材を使用したもの 

・木質系セメント板 

・サイディングボードのうち、木材を使用したもの 

・上記の物品の製造又は加工の中間工程で造られたものであって、以後の製造又は

加工の工程を経ることによって当該物品となるもののうち、木材又は木材パルプ

を使用したもの 

が該当します。 

なお、上記の「木材」及び「家具、紙等の物品」以外のものは、本法の対象とす

る木材等には含まれません。ただし、本法の対象とする木材等の範囲については、

今後、本法の施行の状況等を踏まえて見直すこととしています。 

また、本法の施行前に伐採された樹木を原材料とする木材等については、本法の

規定は適用されません。 

 

（１）「木材」の詳細 

「木材」に該当する「丸太」、「ひき板及び角材」、「単板及び突き板」、「合

板、単板積層材及び集成材」及び「木質ペレット、チップ及び小片」の詳細は、

以下のとおりです。 

「ひき板及び角材」には、縦にひき若しくは割り、平削りし又は丸剥ぎしたも

ので、厚さが６ミリメートルを超えるものが該当します。 

「単板及び突き板」には、合板用単板、これに類する積層材用単板その他の縦

にひき若しくは割り、平削りし又は丸剥ぎしたもので、厚さが６ミリメートル以

下のものが該当します。 

「合板、単板積層材及び集成材」には、合板やこれに類する積層材として、単

板積層材、集成材、CLTなどが該当します。 

「木質ペレット、チップ及び小片」には、チップ状又は小片状の木材及び木毛、

木粉又は小片をペレット状に凝結させたものが該当します。 

 

（２）「家具、紙等の物品」の詳細 

「家具、紙等の物品」については、少しでも木材又は木材パルプを使用して

いるものが対象となりますが、「椅子、机、棚、収納用じゅう器、ローパーテ

ーション、コートハンガー、傘立て、掲示板、黒板、ホワイトボード及びベッ

ドフレーム」については「部材に主として木材を使用したもの」と規定してお

り、原則として、部材の総重量に占める木材の重量の割合が 50％以上であるも

のが対象となります。「部材」とは、机であれば、天板や脚などの家具を構成

する部材を指しており、ダボなどの部品は含まれません（なお、家具の解釈等

に関する詳細については別途公表するガイドラインを御確認ください。）。 

また、フローリングについては、「基材に木材を使用したもの」が対象とな
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ります。「基材」とは、フローリングを構成する材料のうち、フローリングの

表面に美観を表すことを主たる目的として施された加工層及び表面加工の保護

を目的として積層された材料並びに裏面に防湿及び不陸緩和を目的として積層

した材料以外のものを指します。 

「上記の物品の製造又は加工の中間工程で造られたものであって、以後の製

造又は加工の工程を経ることによって当該物品となるもの」とは、例えば、椅

子の座面、机の天板、棚の棚板などの部材や、コピー用紙、フォーム用紙、イ

ンクジェットカラープリンター用紙等の材料となるロール紙などが該当しま

す。 

 

（３）一度使用されたもの等 

本法では、「木材」について、「一度使用され、又は使用されずに収集され、

若しくは廃棄されたもの及びこれらを材料とするものを除く」こととしており、

また、「家具、紙等の物品」について、「一度使用され、又は使用されずに収集

され、若しくは廃棄されたものを除く」こととしています。 

このため、建築廃材、リサイクル家具、古紙などの一度使用されたもの及びこ

れらを材料とする木材は、本法の対象とする木材等には含まれません。また、製

材工場で発生した端材やのこくず、林地残材などで、使用されずに収集され、若

しくは廃棄されたもの及びこれらを材料とする木材も、本法の対象とする木材等

には含まれません。 

 

４ 木材関連事業者 

本法において木材関連事業者とは、木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消

費者に対する販売を除く。以下同じ。）をする事業、木材を使用して建築物その他

の工作物の建築又は建設をする事業及び木質バイオマスを変換して得られる電気

を電気事業者に供給する事業を行う者をいいます。 

また、木材関連事業者が行う事業は、いわゆる最上流に位置し、国内で最初に木

材等の譲り受け等を行う第一種木材関連事業と、それ以外の第二種木材関連事業に

区分されます。 

第一種木材関連事業には、以下の事業が該当します。 

・樹木の所有者から丸太を譲り受け、加工、輸出又は販売をする事業 

 （例）素材生産業者から丸太を買い取り、製材をする事業 

・樹木の所有者が丸太の加工又は輸出をする事業 

 （例）自社林を自ら伐採し、合板を製造する事業 

・樹木の所有者から丸太の販売の委託を受け、市場において販売をする事業 

（例）市場会社や浜問屋が市場において丸太の販売をする事業 

・木材等の輸入をする事業 

第二種木材関連事業には、木材関連事業者が行う事業のうち、第一種木材関連事

業以外のものが該当します。 

（例）第一種木材関連事業から譲り受けた木材等の加工、輸出又は販売をする事業 

木材を使用して建築物その他の工作物の建築又は建設をする事業 
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木質バイオマスを変換して得られる電気を電気事業者に供給する事業 

 

５ 合法性の確認等 

（１）第一種木材関連事業における合法性の確認 

第一種木材関連事業における合法性の確認は、樹木の所有者又は我が国に木

材等を輸出する者に対し、（２）の①及び②の書類を提出させ、これらの書類

の内容について、国が提供する情報等を踏まえて確認することにより行います。 

 

（２）第一種木材関連事業を行う者が収集する書類 

第一種木材関連事業を行う者が収集する書類は、次の①及び②です。 

① 次に掲げる事項が記載された書類（納品書、通関書類など） 

・種類及び原材料となっている樹木の樹種 

・原材料となっている樹木が伐採された国又は地域 

・重量、面積、体積又は数量 

・原材料となっている樹木の所有者又は我が国に木材等を輸出する者の氏名又

は名称及び住所（樹木の所有者にあっては記載不要。） 

② 原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法令に適合して伐採された

ことを証明する書類 

 

（３）第二種木材関連事業における合法性の確認 

第二種木材関連事業における合法性の確認は、（５）により提供を受けた書

類その他これに類する書類の内容を確認することにより行います。 

なお、取り扱う木材等の原材料となっている樹木の樹種や伐採された国又は

地域まで把握する必要はありません。 

 

（４）第一種木材関連事業において追加的に実施することが必要な措置 

 第一種木材関連事業を行う者は、取り扱う木材等について、（１）の確認では

合法性が確認できない場合には、次の①又は②の措置を実施することとします。 

① 原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法令に適合して伐採された

ことに係る情報であって、（１）で収集した書類以外のものを収集し、国が提

供する情報等を踏まえ、当該情報の内容を確認すること。 

 （例）購入先に対して、流通経路の提示を求めることなどによって、樹木が法

令に適合して伐採されたことを確認すること。 

② 合法性の確認ができない木材等を取り扱わないこと。 

 

（５）木材等を譲り渡すときに必要な措置 

木材材関連事業者は、木材等を譲り渡す場合（消費者に譲り渡す場合を除く。）

には、次の事項を記載した書類（納品書など）を、木材等を譲り受ける者等に

提供することとします。 

① （１）、（３）又は（４）の確認を行った旨及び合法性の確認ができた場合

にはその旨 
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② 本法の登録その他合法伐採木材等の流通及び利用の促進に資する制度に基

づく登録、認証又は認定を受けている者である場合にはその旨 

なお、（３）又は（４）の確認では合法性が確認できない木材等については、

当該木材等を譲り渡す場合に、合法性の確認ができた旨を記載した書類を譲り

渡すことはできません。 

また、上記の書類以外のもの（仕入れ先等の情報など）を提供する必要はあ

りません。 

 

６ 記録の保存 

第一種木材関連事業者は、５の（２）の②の書類並びに５の（１）及び（４）の

確認に関する記録を５年間保存することとします。 

第二種木材関連事業者は、５の（３）の確認に関する記録及び５の（５）により

提供を受けた書類を５年間保存することとします。 

 

７ 必要な体制の整備 

木材関連事業者は、次の①、②その他の必要な体制の整備を行うこととします。 

① 合法伐採木材等の分別管理 

土場、貯木地、倉庫等での保管や、出荷、加工等において、合法性が確認でき

た木材等と合法性が確認できない木材等とを分別して管理すること。 

② 責任者の設置 

合法性の確認その他の措置を実施するために必要な責任者の設置を行うこと。 

 

８ 木材関連事業者の登録 

合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ずる木材関

連事業者は、国に登録された登録実施機関に対して申請を行い、登録を受けるこ

とができます。登録された場合には、登録された事業者の氏名又は名称、住所、

法人にあっては代表者名、登録された事業内容、部門、木材等の種類等が公表さ

れます。 

また、登録をしようとするときは、あらかじめ、申請者は少なくとも毎年 1回、

合法伐採木材等の利用を確保するための措置の実施状況について登録実施機関

に報告を行うことや、合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確

実に講じていること等について登録実施機関が確認の必要があると認める場合

に行う質問その他の方法による確認に協力すること等の取り決めを行うことと

なっています。 

 

（１）第一種木材関連事業を行う者の登録 

国内で流通する木材等について、合法性の確認を最初に行うこととなる第一種

木材関連事業を行う者は、合法伐採木材等の利用を確保するために非常に重要な

役割を負うため、第一種木材関連事業に係る全ての事業部門（事務所、工場、事

業場である場合を含む。）と木材等の種類について、合法伐採木材等の利用を確

保するための措置を講ずることにより登録を行うこととします。 
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（２）第二種木材関連事業を行う者の登録 

国内外の木材等のサプライチェーンの複雑さを考慮し、木材等の購入先が多岐

にわたる場合が多い第二種木材関連事業を行う者は、第二種木材関連事業に係る

事業部門（事務所、工場、事業所である場合も含む。）や木材等の種類を限定し

て登録を行うこともできます。 

 

（３）名称の使用 

登録を受けた第一種木材関連事業を行う者は「第一種登録木材関連事業者」と

いう名称を、登録を受けた第二種木材関連事業を行う者は、「第二種登録木材関

連事業者」という名称を用いることができます。これらの名称を用いる場合には、

登録された事業の範囲について誤解を招く恐れがないように適切な名称の使用

が必要となります。登録を行っていないにもかかわらずこれらの名称を用いた場

合や、登録を行っていても適切な名称の使用ができていない場合には、罰則や登

録の取り消しの対象となります。 

 

（４）登録の取消 

登録実施機関は、 

① 登録木材関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保する措置を適切かつ

確実に行えていない 

② 「登録木材関連事業者」という名称を本法の規定に反して使用した 

③ 不正の手段により木材関連事業者の登録又はその更新を受けた 

と判断した場合には、登録の取消を行うことができます。ただし、登録実施機関

が登録の取消を行おうとするときは、その１週間前までに当該登録木材関連事業

者にその旨を通知し、弁明の機会を設けることになります。 

 

９ 登録実施機関 

登録実施機関とは、木材関連事業者の登録の実施に関する事務（以下「登録実

施事務」という。）を行う者を指します。登録実施機関になろうとする者は国に

申請を行い、国は本法に定められている要件を満たすことを審査し、当該機関を

登録します。 

 

（１）登録実施事務の位置づけ 

登録実施機関が行う登録実施事務は、登録を申請した事業者が、合法伐採木材

等の利用を確保する措置を適切かつ確実に行えるかどうかについて、書類により

確認を行い、必要があれば質問その他の方法による確認を経て、登録の可否を判

断するものです 1。 

1
登録木材関連事業者が取り扱った合法伐採木材等に関して、結果的に違法伐採による木材等であることが判明し

た場合、合法性の確認は登録木材関連事業者が自らの責任の下で行うものであるため、登録実施機関がその責任を

負うものではありません。 
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（２）登録実施機関の要件 

本法において、登録実施機関に関する要件は、以下のとおりです。 

① 本法又は本法に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その

執行を終了した又は執行後２年を経過していること。 

② 登録実施機関の登録取り消し後２年を経過していること。 

③ 国際標準化機構等が定めた「製品、手続き及びサービスの認証」を行う機関

に関する基準に適合すること、その他登録実施事務を適正に実施することがで

きると認められること。 

④ 木材関連事業者に支配されていないこととして、以下のいずれかに該当しな

いこと。 

・  株式会社であれば、木材関連事業者がその親法人であること。 

・  申請者の役員に占める木材関連事業者の役員又は職員（過去２年間を含

む。）の割合が２分の１を超えていること。 

・  申請者が木材関連事業者の役員又は職員（過去２年間を含む。）であるこ

と。 
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資料２ 

クリーンウッド法 住宅・建築建設事業者向け説明会資料 

（平成 29 年 9 月 国土交通省作成） 
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資料２－１ 

クリーンウッド法の概要 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

クリーンウッド法の概要

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（クリーンウッド法）

※ 施行日 ： 平成29年5月20日

登録実施機関[５章]

◎国の責務[４条]
・必要な資金の確保
・情報の収集及び提供
・登録制度の周知
・事業者及び国民の理解

を深める措置 等
◎適切な連携[31条]
◎国際協力の推進[32条]

国

・木材等：木材及び木材を加工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物品であって主務

省令で定めるもの（リサイクル品を除く。）[２条１項]

・合法伐採木材等：我が国又は原産国の法令に適合して伐採された樹木を材料とする木材及び当該木材を加

工し、又は主たる原料として製造した家具、紙等の物品であって主務省令で定めるもの

（リサイクル品を除く。） [２条２項]

定義

◎事業者の責務⇒木材等を利用するに当たっては、合法伐採木材等を
利用するよう努めなければならない[５条]

事業者

…木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消費者に
対する販売を除く。）をする事業、木材を使用して建
築物その他の工作物の建築又は建設をする事業その他
木材等を利用する事業であって主務省令で定めるもの
を行う者[２条３項]

木材関連事業者

・合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ずる
木材関連事業者は、登録により「登録木材関連事業者」という名称を
用いることができる[８条、13条１項]。

※登録を受けた者以外が当該名称又はこれと紛らわしい
名称を用いた場合は罰則あり[13条２項、37条]。

登録木材関連事業者

◎流通及び利用の促
進に関する基本方
針の策定[３条]

主
務
大
臣

・木材関連事業者の判断の
基準となるべき事項を定
める[６条]。

・上記事項を勘案して、指
導及び助言を行う[７条]。

・木材関連事業者に対する
報告徴収及び立入検査を
行う[33条]。

申請
登録

56



クリーンウッド法のねらい

法に基づき木材関連事業者が取り組む主な内容
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法の対象となる木材及び物品【２条１項関係】

法の対象となる木材及び物品【２条１項関係】
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木材関連事業者の範囲【２条３項関係】

合法性確認の方法（川下・第二種木材関連事業）【６条１項関係】
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＜参考＞合法性確認の方法（川上・第一種木材関連事業者の場合）

登録する事業の範囲【９条１項関係】

事業全体
（株式会社○○）

部門、事務所、工場または事業場単位
例）○○事業部、○○プロジェクト 等

部材群・製品群単位
例）構造材、羽柄材、SPF、合板等

前条の木材関連事業者の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を登録実施機関に提出しな
ければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
二 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる事業の範囲に係る事項として主務省令で定める事項

９条１項
･･･第一種木材関連事業 ･･･第二種木材関連事業

○ 第二種木材関連事業者は、登録に係る事業の範囲を、措置を講ずる
①部門、事務所、工場または事業所
②木材や物品の種類
により限定して、登録実施事務の対象とする登録実施機関に登録の申請をすることが可能です。
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登録の取消し及び登録の抹消【第１４条、第１５条関係】

○ 登録木材関連事業者は、以下の事項に該当するときは、登録実施機関により登録を取り消されること
があります。

○ 登録実施機関により登録を取り消されたとき、または、登録木材関連事業者により登録実施機関に
対して登録の取り消しの申請がなされたときは、登録が抹消されるとともに、その旨公示されます。

①法第６条第１項を踏まえ、合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切か

つ確実に講ずる者と認められないとき。

②申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

はその執行を受けることがなくなった日から一年を経過しない者であるとき。

③申請者が登録木材関連事業者の登録を取り消され、その取消しの日から一年を経

過しない者であるとき。

④ 申請者が法人である場合において、その役員のうちに②・③のいずれかに該当す

る者があるとき。

⑤登録の範囲を逸脱して登録木材関連事業者という名称またはこれに紛らわしい名

称を用いたとき。

⑥不正の手段により木材関連事業者の登録またはその更新を受けたとき。

登録取消事由

登録を取り消された場合、登録の抹消及びその旨の公示
（公示は、登録実施機関の事務所における公衆の閲覧及びインターネットによる情報提供等による）

報告、立入検査及び罰則【第３３条第１項、第３８条、第３９条関係】

国は、この法律の施行に必要な限度において、木材関連事業者（※１）に対して、

① 合法伐採木材等の利用の確保の状況に関し報告（※２）を求めることができます。

② 事務所、工場、事業場若しくは倉庫に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査する
ことができます。
（※１）①及び②は、登録の有無に関わらず、全木材関連事業者に適用されます。
（※２）登録木材関連事業者が、登録実施機関に対して行う、少なくとも毎年１回の年度実績報告とは異なります。

国による木材関連事業者への報告徴収及び立入検査（第３３条第１項）

①の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、
又は
②の検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

罰則（第３８条、第３９条）

二十万円以下の罰金
（法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に
関し前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の
罰金刑を科する）
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資料２－２ 

住宅建設関係の事業者が木材関連事業者の登録を受ける場合 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

住宅建設関係の事業者が木材関
連事業者の登録を受ける場合

～ 第二種事業者のうち「木材を使用して建築物その他の工作物の
建築又は建設をする事業」を行う事業者向け手引き ～

木材関連事業者の登録を受けるには

事業者
（工務店等）

登録実施機関

※登録申請に係る事業の
範囲を登録実施事務の
対象とする機関

登録申請

登録

・申請書
・添付書類

・通知

公示 ・登録された事業者の氏名又は名称、
住所
・代表者の氏名（法人の場合）
・登録された事業内容、部門、木材等
の種類等

※１

※１ 木材関連事業者の登録は、５年ごとにその更新を受け
なければ、その期間の経過によって、その効力を失う。
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木材関連事業者の登録を受けるには

■「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（平成二十八年法律第四十八号）

（木材関連事業者の登録）

第八条 木材関連事業者であってその取り扱う木材等について合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずるものは、主務省令で定め
るところにより、第十六条から第十八条までの規定により主務大臣の登録を受けた者（以下「登録実施機関」という。）が行う登録を受けること
ができる。

（登録の申請）

第九条 前条の木材関連事業者の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を登録実施機関に提出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる事業の範囲に係る事項として主務省令で定める事項

２ 前項の申請書には、講じようとする合法伐採木材等の利用を確保するための措置の内容について主務省令で定める事項を記載した書類を添
付しなければならない。

■「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則」（平成二十九年五月二十三日農林水産省令、経済産業省令、国土交通省令第
一号）

（木材関連事業者の登録の申請）

第五条 法第八条の木材関連事業者の登録（法第十二条第一項の登録の更新を含む。第八条において単に「登録」という。）を受けようとする木
材関連事業者は、当該登録に係る事業の範囲を登録実施事務の対象とする登録実施機関に申請をしなければならない。

（申請書の記載事項等）

第六条 法第九条第一項第二号（法第十二条第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一 第一種木材関連事業又は第二種木材関連事業の別

二 木材等の製造、加工、輸入、輸出若しくは販売をする事業、木材を使用して建築物その他の工作物の建築若しくは建設をする事業又は木
質バイオマスを変換して得られる電気を電気事業者に供給する事業の別

三 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる部門、事務所、工場又は事業場

四 合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる木材等の種類

五 前号の木材等の一年間の重量、面積、体積又は数量の見込み

六 第一種木材関連事業を行うものにあっては、当該第一種木材関連事業に係る第四号の木材等の原材料（第二条第一号に掲げる物品に
あってはその部材の原材料に限り、同条第四号に掲げる物品にあってはその基材の原材料に限る。）となっている樹木の樹種及び当該樹
木が伐採された国又は地域

２ 第一種木材関連事業を行う者は、前項第三号及び第四号に掲げる事項を記載するに当たっては、当該第一種木材関連事業に係る全ての部
門、事務所、工場及び事業場並びに全ての木材等の種類を記載しなければならない。

登録木材関連事業者が行うこと

木材関連事業者の判断の基準となるべき事項を踏まえて、取り扱う木材等について合法伐採
木材等の利用を確保するための措置を適切に講ずることが必要です。

①合法性の確認 ②合法性の証明

③記録の保存 ④体制の整備

⑤実施状況の報告 ⑥調査への協力
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登録木材関連事業者が行うこと
■「木材関連事業者の合法伐採木材等の利用の確保に関する判断の基準となるべき事項を定める省令」（平成二十九年五月二十三日農林水産省令、経済産業省
令、国土交通省令第二号）参照

①合法性の確認

第二条 木材関連事業者は、取り扱う木材等の原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法令に適合して伐採されたことの確認を、次の各号に掲げる事業
の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法により行うこととする。

一・二 第一種木材関連事業者

三 第二種木材関連事業者 第四条の規定により提供を受けた書類その他これに類する書類の内容を確認すること。

②合法性の証明（木材等を譲り渡すときに必要な措置）

第四条 木材関連事業者は、木材等を譲り渡す場合（消費者に譲り渡す場合を除く。）には、次に掲げる事項を記載し、又は記録した書類を、当該木材等を譲り受
け、又は当該木材等の販売の委託を受ける者に提供することとする。

一 第一種木材関連事業者

二 第二種木材関連事業を行う者にあっては、第二条第三号の規定による確認を行った旨及び合法性の確認ができた場合にはその旨

三 法第八条の木材関連事業者の登録その他合法伐採木材等の流通及び利用の促進に資する制度に基づく登録、認証又は認定を受けている者である場合
にはその旨

③記録の保存

第五条 木材関連事業者は、第二条各号又は第三条第一号の規定による確認に係る記録について、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に
定める書類及び記録を五年間保存することとする。

一・二 第一種木材関連事業者

三 第二種木材関連事業 第二条第三号の規定による確認に関する記録及び第四条の規定により提供を受けた書類

④体制の整備

第六条 木材関連事業者は、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するため、合法伐採木材等の分別管理、合法伐採木材等の利用を確保するための措置に
関する責任者の設置その他の必要な体制の整備を行うこととする。

■「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則」（平成二十九年五月二十三日農林水産省令、経済産業省令、国土交通省令第一号）参照

⑤実施状況の報告

⑥確認への協力

第十五条 法第二十条第二項の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 【登録審査方法】

二 登録しようとするときは、あらかじめ、申請者と次に掲げる事項を取り決めること。

イ 申請者は、登録を受けたときは、少なくとも毎年一回、合法伐採木材等の利用を確保するための措置の実施状況について登録実施機関に報告を行うこ
と。

ロ 申請者は、登録を受けたときは、当該登録に係る事業の範囲において合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切活確実に講じていること及
び第十条の規定を遵守していることについて登録実施機関が確認の必要があると認める場合に行う質問その他の方法による調査に協力すること。

対象となる「木材等」とは

■木材

(1) 丸太
(2) ひき板及び角材
(3) 単板及び突き板
(4) 合板、単板積層材及び集成材
(5) 木質ペレット、チップ及び小片

■主務省令で定める物品

(1) 椅子、机、棚、収納用じゅう器、ローパーティション、コートハンガー、傘立て、掲示板、
黒板、ホワイトボード及びベッドフレームのうち、部材に主として木材を使用したもの

(2) 木材パルプ
(3) コピー用紙、フォーム用紙、インクジェットカラープリンター用塗工紙、塗工されていな
い印刷用紙、塗工されている印刷用紙、ティッシュペーパー及びトイレットペーパーのう
ち、木材パルプを使用したもの

(4) フローリングのうち、基材に木材を使用したもの
(5) 木質系セメント板
(6) サイディングボードのうち、木材を使用したもの
(7) 前各号に掲げる物品の製造又は加工の中間工程で造られたものであって、以後の
製造又は加工の工程を経ることによって当該物品となるもののうち、木材又は木材パ
ルプを使用したもの
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合法性確認の方法及び合法性証明について
【第二種事業者のうち「木材を使用して建築物その他の工作物の建築又は建設をする事業」を行う者の場合】

○ 木材等を購入する先が発行する証明書類等の内容を確認すれば良く、それ以上遡って追加的に合
法性の確認を行う必要はありません。
○ 合法性の確認に至らなかった木材等の使用が制限されるものではありません。

○ 取り扱う木材等を使用して建築または建設した住宅等を、施主に引き渡す際には、合法性の確認をし
た旨の証明をする必要はありません。

購入先が発行
する書類（６条
１項３号）その
他これに類す
る書類の内容
を確認

合法性
確認した
木材等

確認【１号】

追
加
的
措
置

【２
号
】な
し

未
確
認

主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び利用を促進するため、主務省令で、木材関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するため

に取り組むべき措置に関し、木材関連事業者の判断の基準となるべき次に掲げる事項を定めるものとする。
一 木材関連事業者が取り扱う木材等が我が国又は原産国の法令に適合して伐採されていることの確認に関する事項
二 前号の確認ができない場合において合法伐採木材等の利用を確保するために木材関連事業者が追加的に実施す
ることが必要な措置に関する事項
三 木材関連事業者が木材等を譲り渡す時に必要な措置に関する事項

６条１項

確
認

合法性確認
に至らなかっ
た木材等

住
宅
又
は
建
築
物
の
施
主

証
明

【
３
号
】な
し

引
き
渡
し

建
築
又
は
建
設

★（一社）日本建材・住宅設備産業協会、（一社）リビングア
メニティ協会の運用ガイドによる場合の例

適法に伐採されたことの確認・証明

納 品

○○

○○○○○○ ○○

X,XXX,XXX

○○

XXX-XXXX
○○県○○市○○XX-X

XXX-XXXX-XXXX
XXX-XXXX-XXXX

X,XXX,XXX XXX,XXX X,XXX,XXX

X,XXX,XXX

XXX,XXX

XXX,XXX

XXX,XXX

X X

製品 合法性に関する表記 登録等

木材等 合法性確認済 クリーンウッド法（合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律）の「木材等」に該当し、法令に基づく確認を行い、合法伐
採木材等であることが確認できた製品です。
※登録、認証又は認定を受けている場合は、それぞれの制度の名称・登録番号を記載。

確認に至らず クリーンウッド法の「木材等」に該当し、法令に基づく確認を行いましたが、合法伐採木材等であることが確認できなかった製品です。

木材等に該当しない
対象外の製品

対象外 クリーンウッド法の「木材等」に該当しない製品です。

合法性確認済

合法性確認済

確認に至らず

対象外

※クリーンウッド法の「木材等」に該当するが、合法性に関する確認を行っていない製品については、「未確認」と記載

工務店等
（譲受け側）：
証明を確認

木材問屋等
（譲渡し側）：
合法性確認
状況を記入

木材問屋等
（譲渡し側）：
合法性確認
状況を記入
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記録の保存、体制の整備、実施状況の報告等

■記録の保存

■体制の整備

確認に関する記録 提供を受けた書類

納品書

○○様 ○○商事㈱

５年間保存

合法性の確認その
他の措置を実施する
ために必要な責任者
の設置 等

■実施状況の報告 ■調査への協力
少なくとも毎年一回、合法
伐採木材等の利用を確保
するための措置の実施状
況について登録実施機関
に報告を行う

登録実施機関が確認の
必要があると認める場合
に行う質問その他の方法
による調査に協力する

登録木材関連事業者の名称使用

■「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（平成二十八年法律第四十八号）

（名称の使用等）

第十三条 第八条の木材関連事業者の登録を受けた者（以下「登録木材関連事業者」という。）は、主務省令で定めるところ

により、当該登録に係る合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる事業の範囲において、登録木材関連事
業者という名称を用いることができる。

２ 登録木材関連事業者は、前項に定める場合を除き、登録木材関連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を用い
てはならない。

３ 登録木材関連事業者以外の者は、登録木材関連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を用いてはならない。

■「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則」（平成二十九年五月二十三日農林水産省令、経済産業
省令、国土交通省令第一号）

（名称の使用）

第十条 法第十三条第一項の規定により登録木材関連事業者が用いることができる名称は、次の各号に掲げる者の区分に
応じ、それぞれ当該各号に定める名称とする。

一 第一種木材関連事業を行う者 第一種登録木材関連事業者

二 第二種木材関連事業を行う者 第二種登録木材関連事業者

２ 前項第二号に定める名称を用いる登録木材関連事業者は、当該登録に係る事業の範囲について誤解を招くおそれのあ
る掲示を行わない等の適切な措置を講じなければならない。

家 を新築するなら

・新築工事
・リフォーム工事

㈱○○工務店
TEL:XX-XXXX-XXXX

クリーンウッド法の登録取得
(第二種登録木材関連事業者)

家を新築するなら

㈱○○工務店

○○県○○市○○XX-X
TEL:XX-XXXX-XXXX

クリーンウッド法に基づく
第二種登録木材関連事業者

・新築工事
・リフォーム工事

代表取締役 ○○ ○○
名称使用の
例（イメージ）

お気軽に
ご相談下さい
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資料２－３ 

登録木材関連事業者の登録申請書および年度報告書記載例 

（1）木造軸組住宅を建設する工務店等の場合 

（2）2×4 住宅を建設する事業者の場合 

（3）建設業者の場合 
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（
別
記
様
式
１
）

 
 
番
 

号
 

平
成

２
９
年
１
１
月
○
日
 

 

登
録
実
施
機
関
名
称
 

代
表
者

 
殿
 

   

（
法
第
９
条
第
１
項
第
１
号
）
 
 

登
録
申
請
者
 

（
所
在
地
）

東
京
都
○
○
区
○
○
○

丁
目
○
番
○
号
 

（
氏
名
又
は
名
称
）

株
式
会
社
 

○
○
工
務
店
 

（
代
表
者
）

代
表
取
締
役
社
長
 

○
○
○
○

 
    

登
 

録
 

申
 

請
 

書
 

  
合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
 2
8
 年

法
律
第
 4
8
 号

。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
８
条
の
規
定
に
基
づ
く
木
材
関
連
事
業
者
の
登
録
を
受
け
た
い
の
で
、
同
法
第
９
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
下
記
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。
 

 
記
 

 １
 
申

請
書

の
記

載
事

項
（

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則
（

平

成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通
省
令
第
 1
 号

。
以
下
「
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第

６
 

条
）

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
１
号
）
 

（
１
）
第
一
種
木
材
関
連
事
業
又
は
第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
別

 

①
 

第
一
種
木
材
関
連
事
業

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業

 

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

両
方

に
該

当
す

る
場

合
は

両
方

に
○

を
付

す
こ

と
 

 

（
２
）
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
販
売
、
輸
出
、
建
築
又
は
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
事
業
の
別

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
２
号
）
 

①
 

木
材
等
の
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
輸
出
又
は
販
売
を
す
る
事
業

 

②
 

木
材
を
使
用
し
て
建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
の
建
築
又
は
建
設
を
す
る
事
業

 

③
 

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
用
い
て
発
電
し
た
電
気
を
電
気
事
業
者
に
供
給
す
る
事
業

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

複
数

該
当

す
る

場
合

は
複

数
に

○
を

付
す

こ
と

 

(
1
）

木
造

軸
組

住
宅

を
建

設
す

る
工

務
店

等
の

場
合

 

・
第

一
種

木
材

関
連

事
業

（
丸

太
の

加
工

・
販

売
、

木
材

の
輸

入
等

）以
外

の
事

業
（
施

行
規

則
第

１
条

参
照

。
）を

行
う

者
は

、
第

二
種

木
材

関
連

事
業

者
と

な
り

ま
す

。
 

 

（
３
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は

事
業
場
 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
３
号
）
 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合
 

ア
 

 部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は
事
業
場
の
名
称

 
／
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

名
称
 
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

イ
 

所
在
地
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

ウ
 

事
業
内
容
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 
 

       

 

部
門
、
事

務
所

、
工

場
又
は

事
業
場
の

名
称
 

所
在

地
 

事
業

内
容
 

（
例
）
○
○
工
務
店
 

（
例
）
東
京
都
○
○
区

○
○
○
丁
目

○
番
○
号
 

（
例

）
住
宅
の
建
築
等
 

 

   

（
４
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
種
類
（
施
行
規
則

第
６
 
条
第
１
項
第
４
号
）

 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合

 

 
 

 
 
 
（
例

）
別
表

３
※

２
に
記
載
 

 （
５
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
１
年
間
の
重
量
、
体

積
、
面
積
又
は
数
量
の
見
込
み
（
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
５
号
）

 

 （
例

）
別
表
３

※
２
に
記
載
 

    

・
ア

～
ウ

に
つ

い
て

は
、

申
請

書
本

文
部

分
に

は
、

「
別

表
１

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
１

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
事

業
内

容
に

つ
い

て
は

、
主

な
実

施
事

業
を

記
載

し
て

く
だ

さ

い
。

 

・
「
木

材
を

使
用

し
て

建
築

物
そ

の
他

の
工

作
物

の
建

築
又

は
建

設
を

す
る

事
業

」
と

し
て

登
録

さ
れ

る
場

合
は

、
そ

の
「
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

」
を

事
業

と
し

て
実

施
し

て
い

る
こ

と

が
読

み
取

れ
る

記
載

と
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
登

録
す

る
「
部

門
等

の
名

称
」
、

「
所

在
地

」
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

列
記

し
て

く
だ

さ
い

。
 

※
１
 

別
表
１

の
記
載

例
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＜
例
１
＞
プ
レ
カ
ッ
ト
材

を
ま
と
め
て
納
入
す
る
工
務
店
が
登
録
す
る

場
合
 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

構
造

材
 

1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
羽

柄
材

 
5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
構

造
用

合
板

 
5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
0
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

2
2
5
0
㎡
（
１
棟
4
5
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
サ

イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
7
5
0
㎥
 

  

＜
例
２
＞
木
材
を
購
入
し
て

加
工
す
る
工
務
店
が
登
録
す
る
場
合

 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

製
材

 
1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
集

成
材

 
5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
合

板
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
0
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

2
2
5
0
㎡
（
１
棟
4
5
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
サ

イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
7
5
0
㎥
 

  

＜
例
３
＞
木
材
を
購
入
し
て

加
工
す
る
工
務
店
が
樹
種
等
で
登
録
す
る

場
合
 

   

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

ス
ギ

 
1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
ヒ

ノ
キ

 
5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
レ

ッ
ド

ウ
ッ

ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
ホ

ワ
イ

ト
ウ

ッ
ド

 
1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
0
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

2
2
5
0
㎡
（
１
棟
4
5
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
サ

イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
7
5
0
㎥
 

※
２
 
別
表
３
の

記
載
例

  

 

                                             （
「
木

材
等

の
種

類
」
に

つ
い

て
）
 

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
木

材
に

は
、

「
丸

太
」
「
ひ

き
板

及
び

角
材

」
「
単

板
及

び
突

き
板

」
「
合

板
、

単
板

積
層

材
及

び
集

成
材

」
「
木

質

ペ
レ

ッ
ト

、
チ

ッ
プ

及
び

小
片

」
が

該
当

し
ま

す
。

（
基

本
方

針
 二

 1
）
 

・
物

品
に

は
、

「
（
１

）
椅

子
、

机
、

棚
、

収
納

用
じ

ゅ
う

器
、

ロ
ー

パ
ー

テ
ィ

シ
ョ

ン
、

コ
ー

ト
ハ

ン
ガ

ー
、

傘
立

て
、

掲

示
板

、
黒

板
、

ホ
ワ

イ
ト

ボ
ー

ド
及

び
ベ

ッ
ド

フ
レ

ー
ム

の
う

ち
、

部
材

に
主

と
し

て
木

材
を

使
用

し
た

も
の

」
「
（
２

）

木
材

パ
ル

プ
」
「
（
３

）
コ

ピ
ー

用
紙

、
フ

ォ
ー

ム
用

紙
、

イ
ン

ク
ジ

ェ
ッ

ト
カ

ラ
ー

プ
リ

ン
タ

ー
用

塗
工

紙
、

塗
工

さ
れ

て
い

な
い

印
刷

用
紙

、
塗

工
さ

れ
て

い
る

印
刷

用
紙

、
テ

ィ
ッ

シ
ュ

ペ
ー

パ
ー

及
び

ト
イ

レ
ッ

ト
ペ

ー
パ

ー
の

う

ち
、

木
材

パ
ル

プ
を

使
用

し
た

も
の

」
「
（
４

）
フ

ロ
ー

リ
ン

グ
の

う
ち

、
基

材
に

木
材

を
使

用
し

た
も

の
」
「
（
５

）
木

質

系
セ

メ
ン

ト
板

」
「
（
６

）
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
ボ

ー
ド

の
う

ち
、

木
材

を
使

用
し

た
も

の
」
以

上
、

（
１

）
か

ら
（
６

）
ま

で
に

掲

げ
る

物
品

の
製

造
又

は
加

工
の

中
間

工
程

で
造

ら
れ

た
も

の
が

該
当

し
ま

す
（
施

行
規

則
第

２
条

）
。

 

・
取

扱
う

木
材

及
び

物
品

の
う

ち
合

法
伐

採
木

材
等

の
利

用
を

確
保

す
る

措
置

を
講

ず
る

「
木

材
等

の
種

類
」
を

記
載

し
て

下
さ

い
。

 

・
実

際
に

使
っ

て
い

る
納

品
書

等
の

中
で

の
区

分
に

あ
わ

せ
て

、
木

材
等

の
種

類
を

記
載

す
る

こ
と

が
考

え
ら

れ

ま
す

。
 

・
記

載
例

以
外

の
「
木

材
等

の
種

類
」
の

分
類

方
法

、
記

載
事

項
の

追
記

を
妨

げ
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

 

・
自

己
消

費
す

る
木

材
等

は
、

法
の

対
象

外
と

な
り

ま
す

の
で

、
登

録
し

な
い

で
下

さ
い

。
 

・
木

材
の

種
類

に
つ

い
て

、
構

造
材

及
び

羽
柄

材
は

、
主

に
下

記
部

位
に

使
用

す
る

木
材

を
示

し
ま

す
。

 

【
構

造
材

】
 

柱
類

（
管

柱
、

通
し

柱
 等

）
、

土
台

、
梁

・
桁

類
、

大
引

き
、

母
屋

、
垂

木
（
た

る
き

）
等

 

【
羽

柄
材

】
 

間
柱

、
筋

交
い

（
す

じ
か

い
）
、

根
太

（
ね

だ
）
、

床
束

、
胴

縁
、

貫
等

 

・
取

扱
う

木
材

等
の

う
ち

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

を
確

保
す

る
措

置
を

講
ず

る
木

材
等

の
種

類
に

つ
い

て
は

、

樹
種

等
に

よ
り

、
限

定
を

し
て

登
録

を
す

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。
 

 

（
「
取

扱
見

込
み

量
」
に

つ
い

て
）
 

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
「
取

扱
見

込
み

量
」
は

、
あ

く
ま

で
参

考
値

と
し

て
記

載
い

た
だ

く
も

の
で

す
。

過
年

度
の

同
種

事
業

に
お

け
る

木

材
等

の
使

用
量

を
考

慮
し

て
試

算
し

て
下

さ
い

。
事

業
の

結
果

が
実

施
取

扱
い

見
込

み
量

ど
お

り
で

な
く
て

も

支
障

あ
り

ま
せ

ん
。

 

・
「
取

扱
見

込
み

量
」
の

積
算

に
つ

い
て

、
「
１

棟
あ

た
り

○
㎥

で
○

棟
分

」
な

ど
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
 

・
木

材
の

「
取

扱
見

込
み

量
」
の

単
位

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合
は

、
重

量
、

面
積

、
数

量
の

単
位

(k
g、

㎡
、

本
 

等
)に

よ
る

記
載

を
制

限
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
物

品
の

「
取

扱
見

込
み

量
」
に

つ
い

て
は

、
物

品
の

種
類

に
応

じ
て

適
切

な
単

位
を

用
い

て
記

載
を

し
て

く
だ

さ

い
。
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２
 

添
付
書
類
 

  （
１
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
適
切
か
つ
確
実
に
講
ず
る
方
法

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
１
号
）
 

①
 
確

認
に

関
す

る
事

項
（

木
材

関
連

事
業

者
の

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

の
確

保
に

関
す

る
判

断

の
基
準
と
な

る
べ
き
事
項

を
定
め
る
省

令
（

平
成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通

省
令
第
２
号
。
以
下
「
判
断
基
準
省
令
」
と
い
う
。
）
第
２
条
）
 

 

（
例
）
木

材
等

を
譲
り

受
け

た
際
に

受
け

取
る
納

品
書

、
請
求

書
に

記
載
さ

れ
て

い
る
「

合
法

確
認
さ

れ

た
木
材
等

で
あ

る
」
旨

の
証

明
に
か

か
る

記
載
、

あ
る

い
は
、

譲
り

受
け
た

木
材

等
の
型

番
に

つ

い
て
、
カ

タ
ロ

グ
、
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ

に
「

合
法
確

認
さ

れ
た
木

材
等

で
あ
る

」
旨

の
証
明

に
か

か

る
記
載
が

あ
る

場
合
は

、
当

該
カ
タ

ロ
グ

、
ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
の

証
明

に
か
か

る
記

載
と
、

納
品

書

ま
た
は
請

求
書

に
記
載

さ
れ

て
い
る

型
番

を
照
合

す
る

こ
と
に

よ
り

確
認
す

る
。
 

   
③
 

記
録
の
管
理
に
関
す
る
事
項

（
判
断
基
準
省
令
第
５
条
）
 

 

（
例
）
合

法
性

の
確
認

の
た

め
に
入

手
し

た
、
伐

採
の

合
法
性

を
示

す
書
類

等
の

確
認
の

記
録

を
台
帳

に
整

理
し
、
５

年
間

保
管
す

る
。
 

  

（
２
）
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
２
号
、
判
断
基
準
省
令
第
６
条
）
 

 
②
 
責
任
者
の
設
置
 

  
 

 
 （

例
）
（
部

署
）

○
○
部

 
（

役
職
）

○
○

部
長
 

（
氏

名
）
○

○
○

○
 

（
例
）
（

役
職

）
代
表

取
締

役
社
長

 
 

 
 

 
 

（
氏
名
）

○
○

○
○
 

 
③
そ

の
他

の
必

要
な

体
制

整
備

（
事

業
者

の
合

法
伐

採
木

材
等

へ
の

取
組

方
針

の
設

定
）

 
（

例
）
別

添
取

組
方

針
を
参

照
 

  

 （
３
）
 

そ
の
他
必
要
な
書
類
（
施
行
規
則
第
７
条
第
２
項
）
 

①
 

個
人
に
あ
っ
て
は
、
住
民
票
の
写
し

 

②
 

法
人
に
あ
っ
て
は
、
定
款
又
は
寄
附
行
為
、
登
記
事
項
証
明
書
及
び
役
員
の
名
簿

 

   

  

③
 

申
請
者
が
法
第
１
１
条
第
１
項
第
２
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
証

す
る
書
類

 
（

例
）
別

添
誓

約
書

を
参
照

 

     
 

・
登

記
事

項
証

明
書

は
、

３
ヶ

月
以

内
に

取
得

し
た

も
の

と
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
役

員
の

名
簿

に
つ

い
て

は
、

登
記

事
項

証
明

書
の

役
員

欄
に

記
載

の
あ

る
方

全
員

分
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
３

を
参

考
に

、
取

組
方

針
を

定
め

て
下

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
４

を
参

考
に

、
誓

約
書

を
定

め
て

下
さ

い
。
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 ※
３
 

取
組
方

針
案

 

  

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
取

組
方

針
 

 

 

 

○
○

工
務

店
 

 
平

成
○

年
○

月
○

日
      

○
○

工
務

店
は

、
平

成
○

年
○

月
に

施
行

さ
れ

た
合

法
伐

採
木

材
等

の
流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

（
平

成
2
8
年

法
律

第
4
8
号

。
以

下
、

「
法

」
と

い

う
。

）
第

５
条

及
び

第
６

条
に

基
づ

き
、

自
ら

が
取

り
扱

う
木

材
等

（
法

第
２

条

第
１

項
に

規
定

す
る

木
材

等
を

い
う

。
）

の
原

材
料

と
な

っ
て

い
る

樹
木

が
日

本

又
は

原
産

国
の

法
令

に
適

合
し

て
伐

採
さ

れ
た

こ
と

の
確

認
（

合
法

性
の

確
認

）

を
適

切
か

つ
確

実
に

講
ず

る
よ

う
努

め
る

。
 

  
 

 ※
４
 

誓
約
書

案
 

 

誓
約

書
 

  

平
成

○
年

○
月

○
日

 

  ○
○

協
会

（
登

録
実

施
機

関
名

称
）

 

○
○

会
長

 
殿

 

   

登
録

申
請

者
：

○
○

 

所
在

地
：

○
○

 

氏
名

又
は

代
表

者
名

：
○

○
 

連
絡

先
（

T
E
L
,
F
A
X
）

:
○

○
 

責
任

者
：

代
表

取
締

役
社

長
 

○
○

 

     「
合

法
伐

採
木

材
等

の
流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

」
（

平
成

 
2
8
 

年
法

律
第

４
８

号
 

以
下

、
「

法
」

と
い

う
。

）
第

８
条

の
規

定
に

基
づ

く
木

材

関
連

事
業

者
の

登
録

を
申

請
す

る
に

あ
た

り
、

法
第

 
1
1
 
条

第
 
1
 
項

第
２

号
か

ら
第

４
号

の
欠

格
事

項
に

該
当

し
な

い
こ

と
を

誓
約

い
た

し
ま

す
。

 
 

 

印
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（
別

記
様
式

第
２

）
 

年
度

報
告

書
 

 
・
報

告
期

間
：
  
  
平

成
○

○
年

4
月

1
日

～
平

成
○

○
年

3
月

31
日

 

登
録

番
号

 
 

所
在

地
 

東
京
都
○

○
区

○
○
○

丁
目

○
番
○

号
 

氏
名

又
は

名
称

 ○
○
工
務

店
 

代
表

者
 

代
表
取
締

役
社

長
 

○
○
○

○
 

  

【
第

二
種

木
材

関
連

事
業

】 
  

②
木

材
を

利
用

し
た

建
築

、
建

設
を

行
う

事
業

  

a 
.木

材
 

 ＜
例

１
＞

 
プ
レ
カ
ッ
ト
材

を
ま
と
め
て
納
入
す
る
工
務
店

が
登
録
し
た
場
合

 

  

     

 ＜
例
２
＞
木
材

を
購
入
し
て
加
工
す
る
工

務
店
が
登
録
し
た
場
合
 

       

 ＜
例
３
＞
木
材

を
購
入
し
て
加
工
す
る
工
務
店
が
樹
種

等
で
登
録
し
た
場
合

 

      

 

 
 

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

構
造
材
（

う
ち

○
○
）
 

1
0
0
0㎥

0
㎥

２
 

構
造
材

（
う
ち
○
○
以
外
）
 

2
0
0
0㎥

2
0
0
0㎥

３
 

羽
柄
材
 

5
0
0㎥

4
0
0㎥

４
 

構
造
用
合

板
 

5
0
0㎥

3
0
0㎥

 
計
 

4
0
0
0㎥

2
7
0
0㎥

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

製
材

 
1
0
0
0㎥

8
0
0㎥

２
 

集
成

材
 

2
0
0
0㎥

1
6
0
0㎥

３
 

合
板

 
5
0
0㎥

4
0
0㎥

 
 

 
計
 

3
5
0
0㎥

2
8
0
0㎥

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

ス
ギ

 
1
0
0
0㎥

1
0
0
0㎥

２
 

ヒ
ノ

キ
 

2
0
0
0㎥

2
0
0
0㎥

３
 

レ
ッ

ド
ウ

ッ
ド

 
5
0
0㎥

4
0
0㎥

４
 

ホ
ワ

イ
ト

ウ
ッ

ド
 

1
0
0
0㎥

8
0
0㎥

 
計
 

4
5
0
0㎥

4
2
0
0㎥

 

            

 

 

ｂ
 物

 品
 

 
N

O
. 

 
物

品
 

使
用

量
 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
が

で
き

た

1
 

フ
ロ
ー

リ
ン
グ

 
○

○
㎡
 

○
○

㎡
 

2
 

サ
イ
デ

ィ
ン
グ

ボ
ー
ド

 
○

○
㎡
 

○
○

㎡
 

  記
録

の
保

存
、

組
織

体
制

の
状

況
に

つ
い

て
記

載
 

      
      

  ・
今

後
の

取
組

方
針

 

・
基

本
的

に
は

、
登

録
申

請
書

の
木

材
の

種
類

の
分

類
で

記
載

を
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
実

際
に

使
っ

て
い

る
納

品
書

の
中

で
、

あ
る

樹
種

や
部

位
の

木
材

に
つ

い
て

合
法

性
の

確
認

が
で

き
な

い
場

合
に

は
、

当
該

樹
種

や
当

該
部

位
を

分
け

て
木

材
の

種
類

を
記

載
す

る
こ

と
が

考
え

ら
れ

ま
す

。
 

・
使

用
量

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合
は

、
他

の
単

位
に

よ
る

記
載

を
制

限
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
木

材
の

種
類

に
つ

い
て

、
構

造
材

及
び

羽
柄

材
は

、
主

に
下

記
部

位
に

使
用

す
る

木
材

を
示

し
ま

す
。

 

【
構

造
材

】
 

柱
類

（
管

柱
、

通
し

柱
 等

）
、

土
台

、
梁

・
桁

類
、

大
引

き
、

母
屋

、
垂

木
（
た

る
き

）
等

 

【
羽

柄
材

】
 

間
柱

、
筋

交
い

（
す

じ
か

い
）
、

根
太

（
ね

だ
）
、

床
束

、
胴

縁
、

貫
等

  

・
記
録
の

保
存

に
つ
い

て
 

（
例
）
本

報
告

期
間
に

お
け

る
登
録

事
業

に
つ

い
て
、

合
法
性

の
確

認
の
た

め
に

入
手

し
た
伐

採
の

合
法
性
を

示
す

書
類
等

の
確

認
の
記

録
を

台
帳
に

整
理

し
、
保

管
し

た
。
 

 ・
組
織
体

制
の

状
況
に

つ
い

て
 

（
例
）
登

録
申

請
時
の

組
織

体
制
を

維
持

し
、
行

動
規

範
に
基

づ
い

て
適
切

に
取

り
組

ん
だ
。
 

・
今
後
の

取
組

方
針
に

つ
い

て
 

（
例
）
取

組
方

針
に
基

づ
い

て
、
引

き
続

き
、

適
切

に
取
り

組
む
。
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（
別
記
様
式
１
）

 
 
番
 

号
 

平
成

２
９
年
１
１
月
○
日
 

 

登
録
実
施
機
関
名
称
 

代
表
者

 
殿
 

   

（
法
第
９
条
第
１
項
第
１
号
）
 
 

登
録
申
請
者
 

（
所
在
地
）

東
京
都
○
○
区
○
○
○

丁
目
○
番
○
号
 

（
氏
名
又
は
名
称
）

株
式
会
社
 

○
○
○
○
 

（
代
表
者
）

代
表
取
締
役
社
長
 

○
○
○
○

 
    

登
 

録
 

申
 

請
 

書
 

  
合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
 2
8
 年

法
律
第
 4
8
 号

。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
８
条
の
規
定
に
基
づ
く
木
材
関
連
事
業
者
の
登
録
を
受
け
た
い
の
で
、
同
法
第
９
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
下
記
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。
 

 
記
 

 １
 
申

請
書

の
記

載
事

項
（

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則
（

平

成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通
省
令
第
 1
 号

。
以
下
「
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第

６
 

条
）

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
１
号
）
 

（
１
）
第
一
種
木
材
関
連
事
業
又
は
第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
別

 

①
 

第
一
種
木
材
関
連
事
業

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業

 

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

両
方

に
該

当
す

る
場

合
は

両
方

に
○

を
付

す
こ

と
 

 

（
２
）
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
販
売
、
輸
出
、
建
築
又
は
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
事
業
の
別

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
２
号
）
 

①
 

木
材
等
の
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
輸
出
又
は
販
売
を
す
る
事
業

 

②
 

木
材
を
使
用
し
て
建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
の
建
築
又
は
建
設
を
す
る
事
業

 

③
 

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
用
い
て
発
電
し
た
電
気
を
電
気
事
業
者
に
供
給
す
る
事
業

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

複
数

該
当

す
る

場
合

は
複

数
に

○
を

付
す

こ
と

 

(
2
）

２
×

４
住

宅
を

建
設

す
る

事
業

者
の

場
合

 

・
第

一
種

木
材

関
連

事
業

（
丸

太
の

加
工

・
販

売
、

木
材

の
輸

入
等

）以
外

の
事

業
（
施

行
規

則
第

１
条

参
照

。
）を

行
う

者
は

、
第

二
種

木
材

関
連

事
業

者
と

な
り

ま
す

。
 

 

（
３
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は

事
業
場
 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
３
号
）
 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合
 

ア
 

 部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は
事
業
場
の
名
称

 
／
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

名
称
 
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

イ
 

所
在
地
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

ウ
 

事
業
内
容
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 
 

       

 

部
門
、
事

務
所

、
工

場
又
は

事
業
場
の

名
称
 

所
在

地
 

事
業

内
容
 

（
例
）
○
○
○
○
 

（
例
）
東
京
都
○
○
区

○
○
○
丁
目

○
番
○
号
 

（
例

）
住
宅
の
建
築
等
 

 

   

（
４
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
種
類
（
施
行
規
則

第
６
 
条
第
１
項
第
４
号
）

 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合

 

 
 

 
 
 
（
例

）
別
表

３
※

２
に
記
載
 

 （
５
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
１
年
間
の
重
量
、
体

積
、
面
積
又
は
数
量
の
見
込
み
（
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
５
号
）

 

 （
例

）
別
表
３

※
２
に
記
載
 

    

・
ア

～
ウ

に
つ

い
て

は
、

申
請

書
本

文
部

分
に

は
、

「
別

表
１

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
１

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
事

業
内

容
に

つ
い

て
は

、
主

な
実

施
事

業
を

記
載

し
て

く
だ

さ

い
。

 

・
「
木

材
を

使
用

し
て

建
築

物
そ

の
他

の
工

作
物

の
建

築
又

は
建

設
を

す
る

事
業

」
と

し
て

登
録

さ
れ

る
場

合
は

、
そ

の
「
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

」
を

事
業

と
し

て
実

施
し

て
い

る
こ

と

が
読

み
取

れ
る

記
載

と
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
登

録
す

る
「
部

門
等

の
名

称
」
、

「
所

在
地

」
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

列
記

し
て

く
だ

さ
い

。
 

※
１
 

別
表
１

の
記
載

例
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＜
例
１
＞
木
材
を
ま
と
め
て

登
録
す
る
場
合
 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

構
造

材
 

1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
構

造
用

合
板

 
5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

1
5
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

2
2
5
0
㎡
（
１
棟
4
5
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
サ

イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
7
5
0
㎥
 

  

＜
例
２
＞
木
材
を
樹
種
で
分
け
て

登
録
す
る
場
合
 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

S
PF
 

1
0
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
ダ

グ
ラ

ス
フ

ァ
ー

 
4
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
4
0
棟
分
）
 

 
ヘ

ム
フ

ァ
ー

 
6
0
0
㎥
（
１
棟
2
0
㎥
×
3
0
棟
分
）
 

 
ス

ギ
 

5
0
0
㎥
（
1
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
5
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

2
2
5
0
㎡
（
１
棟
4
5
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
サ

イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

5
0
0
㎥
（
１
棟
1
0
㎥
×
5
0
棟
分
）
 

 
計
 

2
7
5
0
㎥
 

  

※
２
 

別
表
３

の
記
載

例
  

（
「
木

材
等

の
種

類
」
に

つ
い

て
）
 

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
木

材
に

は
、

「
丸

太
」
「
ひ

き
板

及
び

角
材

」
「
単

板
及

び
突

き
板

」
「
合

板
、

単
板

積
層

材
及

び
集

成
材

」
「
木

質
ペ

レ

ッ
ト

、
チ

ッ
プ

及
び

小
片

」
が

該
当

し
ま

す
。

（
基

本
方

針
 二

 1
） 

・
物

品
に

は
、

「
（
１

）
椅

子
、

机
、

棚
、

収
納

用
じ

ゅ
う

器
、

ロ
ー

パ
ー

テ
ィ

シ
ョ

ン
、

コ
ー

ト
ハ

ン
ガ

ー
、

傘
立

て
、

掲
示

板
、

黒
板

、
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

及
び

ベ
ッ

ド
フ

レ
ー

ム
の

う
ち

、
部

材
に

主
と

し
て

木
材

を
使

用
し

た
も

の
」
「
（
２

）
木

材

パ
ル

プ
」
「
（
３

）コ
ピ

ー
用

紙
、

フ
ォ

ー
ム

用
紙

、
イ

ン
ク

ジ
ェ

ッ
ト

カ
ラ

ー
プ

リ
ン

タ
ー

用
塗

工
紙

、
塗

工
さ

れ
て

い
な

い
印

刷
用

紙
、

塗
工

さ
れ

て
い

る
印

刷
用

紙
、

テ
ィ

ッ
シ

ュ
ペ

ー
パ

ー
及

び
ト

イ
レ

ッ
ト

ペ
ー

パ
ー

の
う

ち
、

木
材

パ

ル
プ

を
使

用
し

た
も

の
」
「
（
４

）
フ

ロ
ー

リ
ン

グ
の

う
ち

、
基

材
に

木
材

を
使

用
し

た
も

の
」
「
（
５

）
木

質
系

セ
メ

ン
ト

板
」

「
（
６

）
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
ボ

ー
ド

の
う

ち
、

木
材

を
使

用
し

た
も

の
」
以

上
、

（
１

）
か

ら
（
６

）
ま

で
に

掲
げ

る
物

品
の

製
造

又
は

加
工

の
中

間
工

程
で

造
ら

れ
た

も
の

が
該

当
し

ま
す

（
施

行
規

則
第

２
条

）
。

 

・
取

扱
う

木
材

及
び

物
品

の
う

ち
合

法
伐

採
木

材
等

の
利

用
を

確
保

す
る

措
置

を
講

ず
る

「
木

材
等

の
種

類
」
を

記

載
し

て
下

さ
い

。
 

・
実

際
に

使
っ

て
い

る
納

品
書

等
の

中
で

の
区

分
に

あ
わ

せ
て

、
木

材
等

の
種

類
を

記
載

す
る

こ
と

が
考

え
ら

れ
ま

す
。

 

・
記

載
例

以
外

の
「
木

材
等

の
種

類
」
の

分
類

方
法

、
記

載
事

項
の

追
記

を
妨

げ
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

 

・
自

己
消

費
す

る
木

材
等

は
、

法
の

対
象

外
と

な
り

ま
す

の
で

、
登

録
し

な
い

で
下

さ
い

。
 

・
木

材
の

種
類

に
つ

い
て

、
構

造
材

は
、

主
に

下
記

部
位

に
使

用
す

る
木

材
を

示
し

ま
す

。
 

【
構

造
材

】
 

床
（
土

台
、

床
根

太
、

端
根

太
、

等
）
、

壁
（
た

て
枠

、
筋

か
い

、
上

下
枠

、
頭

つ
な

ぎ
、

ま
ぐ

さ
、

等
）
、

小
屋

組
（
天

井

根
太

、
た

る
木

、
む

な
木

、
天

井
梁

、
屋

根
梁

 等
）
 

等
 

・
取

扱
う

木
材

等
の

う
ち

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

を
確

保
す

る
措

置
を

講
ず

る
木

材
等

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
樹

種
等

に
よ

り
、

限
定

を
し

て
登

録
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

 

 

               ２
 

添
付
書
類

 

 （
１
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
適
切
か
つ
確
実
に
講
ず
る
方
法

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
１
号
）
 

①
 
確

認
に

関
す

る
事

項
（

木
材

関
連

事
業

者
の

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

の
確

保
に

関
す

る
判

断

の
基
準
と
な

る
べ
き
事
項

を
定
め
る
省

令
（

平
成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通

省
令
第
２
号
。
以
下
「
判
断
基
準
省
令
」
と
い
う
。
）
第
２
条
）
 

 

（
例
）
木

材
等

を
譲
り

受
け

た
際
に

受
け

取
る

納
品
書

、
請
求

書
に

記
載
さ

れ
て

い
る
「

合
法

確
認
さ

れ

た
木
材
等

で
あ

る
」
旨

の
証

明
に
か

か
る

記
載
、

あ
る

い
は
、

譲
り

受
け
た

木
材

等
の
型

番
に

つ

い
て
、
カ

タ
ロ

グ
、
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ

に
「

合
法
確

認
さ

れ
た
木

材
等

で
あ
る

」
旨

の
証
明

に
か

か

る
記
載
が

あ
る

場
合
は

、
当

該
カ
タ

ロ
グ

、
ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
の

証
明

に
か
か

る
記

載
と
、

納
品

書

ま
た
は
請

求
書

に
記
載

さ
れ

て
い
る

型
番

を
照
合

す
る

こ
と
に

よ
り

確
認
す

る
。
 

   
③
 

記
録
の
管
理
に
関
す
る
事
項
（
判
断
基
準
省
令
第
５
条
）
 

 

（
例
）
合

法
性

の
確
認

の
た

め
に
入

手
し

た
、
伐

採
の

合
法

性
を
示

す
書

類
等
の

確
認

の
記
録

を
台
帳

に
整

理
し

、
５

年
間

保
管

す
る
。

 

（
「
取

扱
見

込
み

量
」
に

つ
い

て
）
 

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
「
取

扱
見

込
み

量
」
は

、
あ

く
ま

で
参

考
値

と
し

て
記

載
い

た
だ

く
も

の
で

す
。

過
年

度
の

同
種

事
業

に
お

け
る

木
材

等

の
使

用
量

を
考

慮
し

て
試

算
し

て
下

さ
い

。
事

業
の

結
果

が
実

施
取

扱
い

見
込

み
量

ど
お

り
で

な
く
て

も
支

障
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
「
取

扱
見

込
み

量
」
の

積
算

に
つ

い
て

、
「
１

棟
あ

た
り

○
㎥

で
○

棟
分

」
な

ど
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
 

・
木

材
の

「
取

扱
見

込
み

量
」
の

単
位

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合

は
、

重
量

、
面

積
、

数
量

の
単

位
(k

g、
㎡

、
本

 
等

)に
よ

る
記

載
を

制
限

す
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

 

・
物

品
の

「
取

扱
見

込
み

量
」
に

つ
い

て
は

、
物

品
の

種
類

に
応

じ
て

適
切

な
単

位
を

用
い

て
記

載
を

し
て

く
だ

さ
い

。
 

76



  

（
２
）
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
２
号
、
判
断
基
準
省
令
第
６
条
）

 

 
②
 
責
任
者
の
設
置
 

  
 

 
 （

例
）
（
部

署
）

○
○
部

 
（

役
職
）

○
○

部
長
 

（
氏

名
）
○

○
○

○
 

（
例
）
（

役
職

）
代
表

取
締

役
社
長

 
 

 
 

 
 

（
氏
名
）

○
○

○
○
 

 
③
そ

の
他

の
必

要
な

体
制

整
備

（
事

業
者

の
合

法
伐

採
木

材
等

へ
の

取
組

方
針

の
設

定
）

 
（

例
）
別

添
取

組
方
針

を
参

照
 

  

 （
３
）

 
そ
の
他
必
要
な
書
類
（
施
行
規
則
第
７
条
第
２
項
）
 

①
 

個
人
に
あ
っ
て
は
、
住
民
票
の
写
し

 

②
 

法
人
に
あ
っ
て
は
、
定
款
又
は
寄
附
行
為
、
登
記
事
項
証
明
書
及
び
役
員
の
名
簿

 

   

  

③
 

申
請
者
が
法
第
１
１
条
第
１
項
第
２
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
証

す
る
書
類
 

（
例
）
別

添
誓

約
書
を

参
照
 

                          

・
登

記
事

項
証

明
書

は
、

３
ヶ

月
以

内
に

取
得

し
た

も
の

と
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
役

員
の

名
簿

に
つ

い
て

は
、

登
記

事
項

証
明

書
の

役
員

欄
に

記
載

の
あ

る
方

全
員

分
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
３

を
参

考
に

、
取

組
方

針
を

定
め

て
下

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
４

を
参

考
に

、
誓

約
書

を
定

め
て

下
さ

い
。

 

 ※
３
 

取
組
方

針
案

 

  

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
取

組
方

針
 

 

 

 

○
○

工
務

店
 

 
平

成
○

年
○

月
○

日
      

○
○

工
務

店
は

、
平

成
○

年
○

月
に

施
行

さ
れ

た
合

法
伐

採
木

材
等

の
流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

（
平

成
2
8
年

法
律

第
4
8
号

。
以

下
、

「
法

」
と

い

う
。

）
第

５
条

及
び

第
６

条
に

基
づ

き
、

自
ら

が
取

り
扱

う
木

材
等

（
法

第
２

条

第
１

項
に

規
定

す
る

木
材

等
を

い
う

。
）

の
原

材
料

と
な

っ
て

い
る

樹
木

が
日

本

又
は

原
産

国
の

法
令

に
適

合
し

て
伐

採
さ

れ
た

こ
と

の
確

認
（

合
法

性
の

確
認

）

を
適

切
か

つ
確

実
に

講
ず

る
よ

う
努

め
る

。
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 ※
４
 

誓
約
書

案
 

 

誓
約

書
 

  

平
成

○
年

○
月

○
日

 

  ○
○

協
会

（
登

録
実

施
機

関
名

称
）

 

○
○

会
長

 
殿

 

   

登
録

申
請

者
：

○
○

 

所
在

地
：

○
○

 

氏
名

又
は

代
表

者
名

：
○

○
 

連
絡

先
（

T
E
L
,
F
A
X
）

:
○

○
 

責
任

者
：

代
表

取
締

役
社

長
 

○
○

 

     「
合

法
伐

採
木

材
等

の
流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

」
（

平
成

 
2
8
 

年
法

律
第

４
８

号
 

以
下

、
「

法
」

と
い

う
。

）
第

８
条

の
規

定
に

基
づ

く
木

材

関
連

事
業

者
の

登
録

を
申

請
す

る
に

あ
た

り
、

法
第

 
1
1
 
条

第
 
1
 
項

第
２

号
か

ら
第

４
号

の
欠

格
事

項
に

該
当

し
な

い
こ

と
を

誓
約

い
た

し
ま

す
。

 

              
  

印
 

 

（
別

記
様
式

第
２

）
 

年
度

報
告

書
 

 
・
報

告
期

間
：
  
  
平

成
○

○
年

4
月

1
日

～
平

成
○

○
年

3
月

31
日

 

登
録

番
号

 
 

所
在

地
 

東
京
都
○

○
区

○
○
○

丁
目

○
番
○

号
 

氏
名

又
は

名
称

 ○
○
工
務

店
 

代
表

者
 

代
表
取
締

役
社

長
 

○
○
○

○
 

  

【
第

二
種

木
材

関
連

事
業

】 
  

②
木

材
を

利
用

し
た

建
築

、
建

設
を

行
う

事
業

  

a 
.木

材
 

＜
例

１
＞

 
木

材
を

ま
と

め
て

登
録

し
た

場
合

 

      

＜
例

２
＞

 
木

材
を

樹
種

等
で

分
け

て
登

録
し

た
場

合
 

      

          

          

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

構
造
材
（

う
ち

○
○
）
 

1
0
0
0㎥

0
㎥

 

２
 

構
造
材

（
う
ち
○
○
以
外
）
 

2
0
0
0㎥

1
5
0
0㎥

 

３
 

構
造
用
合

板
 

1
0
0
0㎥

8
0
0㎥

 

 
計

 
4
0
0
0㎥

2
3
0
0㎥

 

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

S
P
F 

1
5
0
0㎥

1
0
0
0㎥

２
 

ダ
グ

ラ
ス

フ
ァ

ー
 

6
0
0㎥

4
0
0㎥

３
 

ヘ
ム

フ
ァ

ー
 

1
0
0
0㎥

8
0
0㎥

４
 

ス
ギ

 
6
0
0㎥

4
0
0㎥

 
計

3
7
0
0㎥

2
6
0
0㎥

・
基

本
的

に
は

、
登

録
申

請
書

の
木

材
の

種
類

の
分

類
で

記
載

を
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
実

際
に

使
っ

て
い

る
納

品
書

の
中

で
、

あ
る

樹
種

や
部

位
の

木
材

に
つ

い
て

合
法

性
の

確
認

が
で

き
な

い
場

合
に

は
、

当
該

樹
種

や
当

該
部

位
を

分
け

て
木

材
の

種
類

を
記

載
す

る
こ

と
が

考
え

ら
れ

ま
す

。
 

・
使

用
量

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合
は

、
他

の
単

位
に

よ
る

記
載

を
制

限
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
木

材
の

種
類

に
つ

い
て

、
構

造
材

は
、

主
に

下
記

部
位

に
使

用
す

る
木

材
を

示
し

ま
す

。
 

【
構

造
材

】
 

床
（
土

台
、

床
根

太
、

端
根

太
、

等
）
、

壁
（
た

て
枠

、
筋

か
い

、
上

下
枠

、
頭

つ
な

ぎ
、

ま
ぐ

さ
、

等
）
、

小
屋

組

（
天

井
根

太
、

た
る

木
、

む
な

木
、

天
井

梁
、

屋
根

梁
 等

）
 

等
 

78



 ｂ
 物

 品
 

 
N

O
. 

 
物

品
 

使
用

量
 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
が

で
き

た

1
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

○
○
㎡
 

○
○
㎡
 

2
 

サ
イ
デ
ィ

ン
グ

ボ
ー
ド
 

○
○
㎡
 

○
○
㎡
 

  記
録

の
保

存
、

組
織

体
制

の
状

況
に

つ
い

て
記

載
 

      
      

  ・
今

後
の

取
組

・
今
後
の

取
組

方
針
に

つ
い

て
 

（
例
）
取

組
方

針
に
基

づ
い

て
、
引

き
続

き
、
適

切
に

取
り
組

む
。
 

・
記
録
の

保
存

に
つ
い

て
 

（
例
）
本

報
告

期
間
に

お
け

る
登
録

事
業

に
つ
い

て
、

合
法
性

の
確

認
の
た

め
に

入
手
し

た
伐

採
の

合
法
性
を

示
す

書
類
等

の
確

認
の
記

録
を

台
帳
に

整
理

し
、
保

管
し

た
。
 

 ・
組
織
体

制
の

状
況
に

つ
い

て
 

（
例
）
登

録
申

請
時
の

組
織

体
制
を

維
持

し
、
行

動
規

範
に
基

づ
い

て
適
切

に
取

り
組
ん

だ
。
 

1
0 
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（
別
記
様
式
１
）

 
 
番
 

号
 

平
成

２
９
年
１
１
月
○
日
 

 

登
録
実
施
機
関
名
称
 

代
表
者

 
殿
 

 
   

（
法
第
９
条
第
１
項
第
１
号
）
 
 

登
録
申
請
者
 

（
所
在
地
）

東
京
都
○
○
区
○
○
○

丁
目
○
番
○
号
 

（
氏
名
又
は
名
称
）

株
式
会
社
 

○
○

○
○
 

（
代
表
者
）
代
表
取
締
役
社
長
 

○
○
○
○

 
    

登
 

録
 

申
 

請
 

書
 

  
合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
 2
8
 年

法
律
第
 4
8
 号

。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
８
条
の
規
定
に
基
づ
く
木
材
関
連
事
業
者
の
登
録
を
受
け
た
い
の
で
、
同
法
第
９
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
下
記
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。
 

 
記
 

 １
 
申

請
書

の
記

載
事

項
（

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則
（

平

成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通
省
令
第
 1
 号

。
以
下
「
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第

６
 

条
）

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
１
号
）
 

（
１
）
第
一
種
木
材
関
連
事
業
又
は
第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
別

 

①
 

第
一
種
木
材
関
連
事
業

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業

 

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

両
方

に
該

当
す

る
場

合
は

両
方

に
○

を
付

す
こ

と
 

 

（
２
）
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
販
売
、
輸
出
、
建
築
又
は
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
事
業
の
別

 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
２
号
）
 

①
 

木
材
等
の
製
造
、
加
工
、
輸
入
、
輸
出
又
は
販
売
を
す
る
事
業

 

②
 

木
材
を
使
用
し
て
建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
の
建
築
又
は
建
設
を
す
る
事
業

 

③
 

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
用
い
て
発
電
し
た
電
気
を
電
気
事
業
者
に
供
給
す
る
事
業

 

※
該

当
す
る

区
分

に
○

印
。

複
数

該
当

す
る

場
合

は
複

数
に

○
を

付
す

こ
と

 

(
3
）

建
設

業
者

の
場

合
 

・
「木

材
を

使
用

し
て

建
築

物
そ

の
他

の
工

作
物

の
建

築
又

は
建

設
を

す
る

事

業
」
は

、
第

二
種

木
材

関
連

事
業

者
と

な
り

ま
す

の
で

、
第

二
種

木
材

関
連

事

業
者

に
○

を
付

け
て

下
さ

い
。

 

 
 

（
３
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は

事
業
場
 

（
法
第
９
条
第
１
項
第
２
号
、
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
３
号
）
 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合
 

ア
 

 部
門
、
事
務
所
、
工
場
又
は
事
業
場
の
名
称

 
／
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

名
称
 
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

イ
 

所
在
地
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 

ウ
 

事
業
内
容
 

 
 

（
例

）
別
表
１

※
１
に
記
載

 
 

    

 

部
門
、
事

務
所

、
工

場
又
は

事
業
場
の

名
称
 

所
在

地
 

事
業

内
容
 

（
例
）
株

式
会

社
 

○
○
○

○
 

 
 

 
○

○
部

門
 

（
例
）
東
京
都
○
○
区

○
○
○
丁
目

○
番
○
号
 

（
例

）
住
宅
の
建
築
等
 

 

  

 

 

 

                   

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

名
称

 
○

○
庁
舎

建
築

工
事
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

実
施

場
所
 

東
京
都
○
○
区
○
○
○
丁
目

○
番
○
号

 

構
造
 

木
造
／
一
部

R
C
造

 

用
途
 

官
公
庁
 

規
模
（
建

築
面

積
・

延
べ
床

面

積
・
階

数
等

）
 

建
築
面
積

 
○

○
○

○
m
2、

延
べ

床
面

積
 

○
○

○
○

m
2 

地
上
２
階

建
て
 

着
工
日
と

竣
工

日
 

平
成
○
○

年
○

月
着
工

 

平
成
○
○

年
○

月
竣
工

（
予

定
）
 

対
象
と
す

る
部

材
群

・
製
品

群
 

木
材
：

 構
造
材

、
造
作

材
 

物
品
：

 フ
ロ
ー

リ
ン
グ
 

※
１
－

１
 

別
表
１
の

記
載

例
（
部

門
、

事
務

所
、
工

場
又

は
事
業

場
単

位
の
場

合
）
 

※
１
－
２

 
別

表
１
の

記
載

例
（
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

単
位

の
場

合
）

 

・
ア

～
ウ

に
つ

い
て

は
、

申
請

書
本

文
部

分
に

は
、

「
別

表
１

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
１

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
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（
４
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
種
類

（
施
行
規
則

第
６
 
条
第
１
項
第
４
号
）

 

 

②
 

第
二
種
木
材
関
連
事
業
の
場
合

 

 
 

 
 
 
（
例

）
別
表
３

※
２
に
記
載
 

 （
５
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
木
材
等
の
１
年
間
の
重
量
、
体

積
、
面
積
又
は
数
量
の
見
込
み
（
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
５
号
）

 

 （
例

）
別
表
３

※
２
に
記
載
 

     木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見
込

み
量
 

木
材
 

（
例

）
構

造
材

 
（

例
）

3
,0

00
㎥

 

 
（

例
）

造
作

材
 

（
例

）
1
,0

00
㎥

 

 
 

 

 
 

 

 
計

 
（

例
）

4
,0

00
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

（
例

）
1
00
㎥
 

   

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
「
取

扱
見

込
み

量
」
は

、
あ

く
ま

で
参

考
値

と
し

て
記

載

い
た

だ
く
も

の
で

す
。

過
年

度
の

同
種

事
業

に
お

け
る

木
材

等
の

使
用

量
等

を
考

慮
し

て
試

算
し

て
下

さ
い

。

事
業

の
結

果
が

実
施

取
扱

い
見

込
み

量
ど

お
り

で
な

く
て

も
支

障
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
木

材
取

扱
見

込
み

量
の

単
位

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合
は

、
重

量
、

面
積

、
数

量
の

単
位

(k
g、

㎡
、

本
 

等
)に

よ
る

記
載

を
制

限
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
物

品
取

扱
見

込
み

量
に

つ
い

て
は

、
物

品
の

種
類

に

応
じ

て
適

切
な

単
位

を
用

い
て

記
載

を
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
申

請
書

本
文

部
分

に
は

、
「
別

表
３

に
記

載
」
と

記
入

し
、

「
別

表
３

」
に

必
要

項
目

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
取

扱
う

木
材

等
の

う
ち

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

を

確
保

す
る

措
置

を
講

ず
る

木
材

等
の

種
類

を
記

載
し

て
下

さ
い

。
 

・
実

際
に

使
っ

て
い

る
納

品
書

等
の

中
で

の
区

分
に

あ

わ
せ

て
、

木
材

等
の

種
類

を
記

載
す

る
こ

と
が

考
え

ら

れ
ま

す
。

 

・
記

載
例

以
外

の
木

材
等

の
種

類
の

分
類

方
法

、
記

載

事
項

の
追

記
を

妨
げ

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 ※
自

社
が

直
接

調
達

す
る

木
材

・
物

品
の

み
が

対
象

と

な
り

ま
す

の
で

、
下

請
業

者
等

が
調

達
す

る
も

の
は

登
録

し
な

い
で

く
だ

さ
い

。
 

 

※
２
－
１

 
別

表
３
の

記
載

例
  

(
樹
種

、
製
材

品
種

、
使

用
部

位
等
に

よ
り

限
定
を

し
な

い
場
合

) 

 
 

   

①
 樹

種
に
よ
り
限
定
を
す
る
場
合

 

          

 

②
製
材
品
種

に
よ
り
限
定
す
る
場
合
 

           

 ③
使
用
部
位
に
よ
り
限
定
す
る
場
合
 

          

     

木
材
等
の

種
類

 
取

扱
見
込

み
量
 

木
材
 

構
造

材
（

S
PF
、

ベ
イ

マ
ツ

、
ベ

イ
ツ

ガ
、

ス
ギ

に
限

る
。

）
 

（
例
）
1
0
0
0
㎥
 

 
 

 

 
計

 
（
例
）
1
0
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー
リ

ン
グ
 

（
例
）
2
2
5
0
㎡
 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見

込
み
量
 

木
材
 

構
造

材
（

面
材

（
構

造
用

合
板

）
、

軸
材

（
構

造
用

製
材

、
集

成
材

材
）

に
限

る
。

）
 

（
例
）
1
0
0
0
㎥
 

 
 

 

 
計

 
（
例
）
1
0
0
0
㎥
 

物
品
 

フ
ロ
ー

リ
ン
グ

 
（
例
）
2
2
5
0
㎡
 

木
材
等
の

種
類
 

取
扱
見

込
み
量
 

木
材
 

構
造

材
（

土
台

、
床

版
（
床

根
太

、
床

下
張

り
 

）
に

限
る

。
）

 

（
例

）
1
00

0㎥
 

 
 

 

 
計

 
（

例
）

1
00

0㎥
 

物
品
 

フ
ロ

ー
リ

ン
グ

 
（

例
）

2
25

0㎡
 

※
２
－
２

 
別

表
３

の
記
載

例
  

(
樹
種

、
製
材

品
種

、
使

用
部

位
等

に
よ
り

限
定
を

す
る

場
合

) 

・
取

扱
う

木
材

等
の

う
ち

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

を
確

保
す

る
措

置
を

講
ず

る
木

材
等

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
樹

種
、

製
材

品
種

、
使

用
部

位
等

に
よ

り
、

限
定

を
し

て
登

録
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

・
上

記
に

よ
り

、
限

定
す

る
場

合
は

、
木

材
の

種
類

の
欄

に
、

括
弧

書
き

で
限

定
す

る
登

録
項

目
を

記
載

し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
「
S
P

F
の

上
下

枠
に

限
る

」
な

ど
、

上
記

①
～

③
を

組
み

合
わ

せ
て

限
定

を
す

る
こ

と
も

可
能

で
す

。
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２
 

添
付
書
類
 

 （
１
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
適
切
か
つ
確
実
に
講
ず
る
方
法

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
１
号
）
 

①
 
確

認
に

関
す

る
事

項
（

木
材

関
連

事
業

者
の

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

の
確

保
に

関
す

る
判

断

の
基
準
と
な

る
べ
き
事
項

を
定
め
る
省

令
（

平
成
 2
9
 年

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通

省
令
第
２
号
。
以
下
「
判
断
基
準
省
令
」
と
い
う
。
）
第
２
条
）
 

 

（
例
）
木

材
等

を
譲
り

受
け

た
際
に

受
け

取
る
納

品
書

、
請
求

書
に

記
載
さ

れ
て

い
る
「

合
法

確
認
さ

れ

た
木
材
等

で
あ

る
」
旨

の
証

明
に
か

か
る

記
載
、

あ
る

い
は
、

譲
り

受
け
た

木
材

等
の
型

番
に

つ

い
て
、
カ

タ
ロ

グ
、
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ

に
「

合
法
確

認
さ

れ
た
木

材
等

で
あ
る

」
旨

の
証
明

に
か

か

る
記
載
が

あ
る

場
合
は

、
当

該
カ
タ

ロ
グ

、
ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
の

証
明

に
か
か

る
記

載
と
、

納
品

書

ま
た
は
請

求
書

に
記
載

さ
れ

て
い
る

型
番

を
照
合

す
る

こ
と
に

よ
り

確
認
す

る
。
 

   
③
 

記
録
の
管
理
に
関
す
る
事
項

（
判
断
基
準
省
令
第
５
条
）
 

 

（
例
）
合

法
性

の
確
認

の
た

め
に
入

手
し

た
、
伐

採
の

合
法
性

を
示

す
書
類

等
の

確
認
の

記
録

を
台
帳

に
整

理
し
、
５

年
間

保
管
す

る
。
 

 
  

（
２
）
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項

 

（
施
行
規
則
第
７
条
第
１
項
第
２
号
、
判
断
基
準
省
令
第
６
条
）
 

 
②
 
責
任
者
の
設
置
 

  
 

 
 （

例
）
（

部
署
）

○
○

部
 

（
役

職
）

○
○

部
長
 

（
氏

名
）
○

○
○

○
 

 
 

 
 （

例
）
 

○
○
事

業
所
 

 
（

役
職
）

○
○

所
長
 

（
氏

名
）
○

○
○

○
 

（
例
）
 

○
○

工
事
 

 
 

（
役
職

）
現

場
代
理

人
（

氏
名
）

○
○

○
○

 

 
③
 
そ
の
他
の
必
要
な
体
制
整
備
（
事
業
者
の
合
法
伐
採
木
材
等
へ
の
取
組
方
針
の
設
定
）

 
（

例
）
別

添
取

組
方
針

を
参

照
 

  

 （
３
）
 

そ
の
他
必
要
な
書
類
（
施
行
規
則
第
７
条
第
２
項
）
 

①
 

個
人
に
あ
っ
て
は
、
住
民
票
の
写
し

 

②
 

法
人
に
あ
っ
て
は
、
定
款
又
は
寄
附
行
為
、
登
記
事
項
証
明
書
及
び
役
員
の
名
簿

 

   

  

③
 

申
請
者
が
法
第
１
１
条
第
１
項
第
２
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
証
す
る

書
類
 

（
例
）
別

添
誓

約
書
を

参
照
 

                      

・
登

記
事

項
証

明
書

は
、

３
ヶ

月
以

内
に

取
得

し
た

も
の

と
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
役

員
の

名
簿

に
つ

い
て

は
、

登
記

事
項

証
明

書
の

役
員

欄
に

記
載

の
あ

る
方

全
員

分
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
３

を
参

考
に

、
取

組
方

針
を

定
め

て
下

さ
い

。
 

・
以

下
に

示
す

※
４

を
参

考
に

、
誓

約
書

を
定

め
て

下
さ

い
。
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  ※

３
 

取
組
方

針
案

 

  

合
法

伐
採

木
材

等
の

流
通

及
び

利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
取

組
方

針
 

 

 

 

株
式

会
社

○
○

○
○

 

 
平

成
○

年
○

月
○

日
      

株
式

会
社

○
○

○
○

は
、

平
成

○
年

○
月

に
施

行
さ

れ
た

合
法

伐
採

木
材

等
の

流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

（
平

成
2
8
年

法
律

第
4
8
号

。
以

下
、

「
法

」
と

い
う

。
）

第
５

条
及

び
第

６
条

に
基

づ
き

、
自

ら
が

取
り

扱
う

木
材

等
（

法
第

２
条

第
１

項
に

規
定

す
る

木
材

等
を

い
う

。
）

の
原

材
料

と
な

っ
て

い
る

樹
木

が
日

本
又

は
原

産
国

の
法

令
に

適
合

し
て

伐
採

さ
れ

た
こ

と
の

確
認

（
合

法
性

の
確

認
）

そ
の

他
の

合
法

伐
採

木
材

等
の

利
用

を
確

保
す

る
た

め
の

措
置

を
適

切
か

つ
確

実
に

講
ず

る
よ

う
努

め
る

。
 

                   

 
  ※

４
 

誓
約
書

案
 

 

誓
約

書
 

  

平
成

○
年

○
月

○
日

 

  ○
○

協
会

（
登

録
実

施
機

関
名

称
）

 

○
○

会
長

 
殿

 

   

登
録

申
請

者
：

○
○

 

所
在

地
：

○
○

 

氏
名

又
は

代
表

者
名

：
○

○
 

連
絡

先
（

T
E
L
,
F
A
X
）

:
○

○
 

責
任

者
：

代
表

取
締

役
社

長
 

○
○

 

     「
合

法
伐

採
木

材
等

の
流

通
及

び
利

用
の

促
進

に
関

す
る

法
律

」
（

平
成

 
2
8
 
年

法
律

第
４

８
号

 
以

下
、

「
法

」
と

い
う

。
）

第
８

条
の

規
定

に
基

づ
く

木
材

関
連

事
業

者
の

登
録

を
申

請
す

る
に

あ
た

り
、

法
第

 
1
1
 
条

第
 
1
 
項

第
２

号
か

ら
第

４
号

の
欠

格
事

項
に

該
当

し
な

い
こ

と
を

誓
約

い
た

し
ま

す
。

 

            

印
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（
別

記
様
式

第
２

）
 

年
度

報
告

書
 

 
・
報

告
期

間
：
  
  
平

成
○

○
年

4
月

1
日

～
平

成
○

○
年

3
月

31
日

 

登
録

番
号

 
 

所
在

地
 

東
京
都
○

○
区

○
○
○

丁
目

○
番
○

号
 

氏
名

又
は

名
称

 株
式
会
社

○
○

○
○
 

代
表

者
 

代
表
取
締

役
社

長
 

○
○
○

○
 

  

【
第

二
種

木
材

関
連

事
業

】 
  

②
木

材
を

利
用

し
た

建
築

、
建

設
を

行
う

事
業

  

a 
.木

材
 

     

      

ｂ
 物

 品
 

 
N

O
. 

 
物

品
 

使
用

量
 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
が

で
き

た

1
 

（
例
）
フ

ロ
ー

リ
ン
グ
 

1
0
0㎡

 
1
0
0㎡

 

 
 

 
 

  記
録

の
保

存
、

組
織

体
制

の
状

況
に

つ
い

て
記

載
 

      
      

  ・
今

後
の

取
組

方
針

 

 

N
O

. 
木

材
の

種
類

 
使

用
量

 

 
う

ち
合

法
性

の
確

認
 

で
き

た
量

 

１
 

（
例
）
構

造
材
 

3
,
0
00

㎥
 

1
,
5
00

㎥

２
 

（
例
）
造

作
材
 

1
,
0
00

㎥
 

5
,
0
0㎥

 
 

・
基

本
的

に
は

、
登

録
申

請
書

の
木

材
の

種
類

の
分

類
で

記
載

を
し

て
く
だ

さ
い

（
樹

種
、

製
材

品
種

、
使

用
部

位
等

に
よ

り
限

定
を

し
て

申
請

し
て

い
る

場
合

は
、

そ
の

区
分

で
記

載
）
。

 

・
使

用
量

に
つ

い
て

は
、

原
則

「
㎥

」
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
「
㎥

」
で

の
記

載
が

困
難

な
場

合
は

、
他

の
単

位
に

よ
る

記
載

を
制

限
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
単

位
で

の
登

録
し

た
も

の

で
あ

っ
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
が

１
年

未
満

で
あ

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
年

度

末
で

は
な

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

完
了

時
点

に
お

い
て

報
告

す
る

こ
と

も
可

能
で

す
。

 

（
詳

細
に

つ
い

て
は

、
登

録
時

に
お

け
る

報
告

時
期

等
の

取
り

決
め

に
お

い
て

調

整
を

お
願

い
し

ま
す

）
 

・
記
録
の

保
存

に
つ
い

て
 

（
例
）
本

報
告

期
間
に

お
け

る
登
録

事
業

に
つ
い

て
、

合
法
性

の
確

認
の
た

め
に

入
手
し

た
伐

採
の
合

法

性
を
示
す

書
類

等
の
確

認
の

記
録
を

台
帳

に
整
理

し
、

保
管
し

た
。
 

 ・
組
織
体

制
の

状
況
に

つ
い

て
 

（
例
）
登

録
申

請
時
の

組
織

体
制
を

維
持

し
、
行

動
規

範
に
基

づ
い

て
適
切

に
取

り
組
ん

だ
。
 

・
今
後
の

取
組

方
針
に

つ
い

て
 

（
例
）
取

組
方

針
に
基

づ
い

て
、
引

き
続

き
、
適

切
に

取
り
組

む
。
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資料３－１ 

クリーンウッド法の合法性の確認に活用可能な 

都道府県等による認証制度一覧 
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クリーンウッド法の合法性の確認に活用可能な都道府県等による認証制度一覧

（平成 30 年１月 29 日時点） 

都道府県名 認証名 管理団体 

青森県 青森県産材認証制度 青森県産材認証推進協議会 

岩手県 岩手県産材認証制度 岩手県産材認証推進協議会 

栃木県 栃木県産出材証明制度 栃木県木材業協同組合連合会 

栃木県森林組合連合会 

群馬県 ぐんま優良木材 ぐんま優良木材品質認証センター 

埼玉県 さいたま県産材認証制度 さいたま県産木材認証センター 

千葉県 ちばの木認証制度 ちばの木認証センター 

神奈川県 かながわ県産木材産地認証制度 かながわ森林・林材業活性化協議会 

新潟県 越後杉ブランド認証制度 新潟県木材組合連合会 

石川県 県産材産地及び合法木材証明制 石川県森林組合連合会、 

石川県木材産業振興協会 

山梨県 山梨県産材認証制度 山梨県産材認証センター 

岐阜県 岐阜県証明材推進制度 岐阜県 

三重県 「三重の木」認証制度 「三重の木」利用推進協議会 

（事務局：三重県木材協同組合連合会） 

滋賀県 びわ湖材産地証明制度 県産木材活用推進協議会 

兵庫県 兵庫県産木材証明制度 

ひょうご県産木材認証制度 

兵庫県木材業協同組合連合会 

奈良県 奈良県産材証明制度 奈良県地域材認証センター 

和歌山県 紀州材認証システム 和歌山県 

鳥取県 鳥取県産材産地証明制度 鳥取県産材活用協議会 

島根県 しまねの木認証制度 しまねの木認証センター 

（一般社団法人島根県木材協会） 

山口県 優良県産木材認証制度 やまぐち県産木材認証センター 

徳島県 徳島県木材認証制度 徳島県木材認証機構 

香川県 香川県産木材認証制度 香川県産木材認証制度運営協議会 
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登録実施機関一覧表 
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対
象

事
業

①
対

象
事

業
②

公
益
財
団
法
人

　
日
本
合
板

検
査

会

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.jp
ic

-
e
w

.n
e
t/

in
d
e
x.

sh
tm

l

公
益
財
団
法
人

　
日
本
住
宅
・
木
材
技
術
セ
ン
タ
ー

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.h
o
w

te
c
.o

r.
jp

一
般
財
団
法
人

　
日
本
ガ
ス
機
器

検
査

協
会

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.ji
a-

p
ag

e
.o

r.
jp

/
e
n
vi

ro
n
m

e
n
t/

一
般
社
団
法
人

　
日
本
森
林

技
術

協
会

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.ja
ft

a.
o
r.
jp

一
般
財
団
法
人

　
建
材
試
験

セ
ン
タ
ー

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.jt
c
c
m

.o
r.
jp

※
登
録
実
施
機
関
の
情
報
に
つ
い
て
は

、
「
ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
ナ
ビ
」
で
公

開
し
て
お
り
ま
す
。

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.r
in

ya
.m

af
f.
go

.jp
/
j/

ri
yo

u
/
go

h
o
/
ki

ka
n
.h

tm
l

東
京
都
港
区
赤
坂
1
-
4
-
1
0

第
一

種
木

材
関

連
事

業

第
二

種
木

材
関

連
事

業

⑴
木

材
等

の
製

造
、
加

工
、
輸

入
、
輸

出
又

は
販

売
を
す
る
事

業

⑵
木

材
を
使

用
し
て
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

又
は

建
設

を
す
る
事

業

⑶
木

質
バ

イ
オ
マ
ス
を
用

い
た
発

電
事

業

第
0
0
2
号

理
事
長

古
久
保
　
英
嗣

東
京
都
江
東
区

新
砂
3
-
4
-
2

東
京
都
江
東
区
新
砂
3
-
4
-
2

第
二

種
木

材
関

連
事

業

⑴
木

材
等

の
製

造
、
加

工
、
輸

出
又

は
販

売
を
す
る
事

業
（
⑵

に
掲

げ
る
事

業
と
密

接
に
関

わ
る
事

業
に
限

る
。
）

⑵
木

材
を
使

用
し
て
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

又
は

建
設

を
す
る
事

業

⑴
木

材
等

の
製

造
、
加

工
、
輸

入
、
輸

出
又

は
販

売
を
す
る
事

業

⑵
木

材
を
使

用
し
て
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

又
は

建
設

を
す
る
事

業

⑶
木

質
バ

イ
オ
マ
ス
を
用

い
た
発

電
事

業

第
0
0
5
号

理
事
長

福
水
　
健
文

東
京
都
中
央
区

日
本
橋
堀
留
町

2
-
8
-
4

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
堀
留
町
2
-
8
-
4

第
一

種
木

材
関

連
事

業

第
二

種
木

材
関

連
事

業

⑴
木

材
等

の
製

造
、
加

工
、
輸

入
、
輸

出
又

は
販

売
を
す
る
事

業

⑵
木

材
を
使

用
し
て
建

築
物

そ
の

他
の

工
作

物
の

建
築

又
は

建
設

を
す
る
事

業

⑶
木

質
バ

イ
オ
マ
ス
を
用

い
た
発

電
事

業

第
0
0
4
号

理
事
長

福
田
　
隆
政

東
京
都
千
代
田

区
六
番
町
7

東
京
都
千
代
田
区
六
番
町
7

第
一

種
木

材
関

連
事

業

第
二

種
木

材
関

連
事

業

⑴
木

材
の

製
造

、
加

工
、
輸

入
、
輸

出
又

は
販

売
を
す
る
事

業
（
当

該
事

業
に
お
い
て
取

り
扱

う
主

た
る
木

材
が

国
産

材
で
あ
る
も
の

に
限

る
。
）

⑵
木

質
バ

イ
オ
マ
ス
を
用

い
た
発

電
事

業
（
当

該
事

業
に
お
い
て
取

り
扱

う
主

た
る
木

材
が

国
産

材
で
あ
る
も
の

に
限

る
。
）

第
0
0
3
号

理
事
長

鈴
木
　
善
統

東
京
都
港
区

赤
坂
1
-
4
-
1
0

第
0
0
1
号

理
事
長

渕
上

　
和
之

東
京
都
港
区

西
新
橋
3
-
1
3
-

3

①
本
部
：
東
京
都
港
区
西
新
橋
3
-
1
3
-
3

②
北
海
道
検
査
所
：
北
海
道
札
幌
市
白
石
区
中
央
三
条
3
-
6
-
2
5

③
東
北
検
査
所
：
岩
手
県
盛
岡
市
み
た
け
1
-
5
-
4
9

④
東
京
検
査
所
：
埼
玉
県
草
加
市
谷
塚
2
-
1
1
-
3
3

⑤
名
古
屋
検
査
所
：
愛
知
県
名
古
屋
市
中
村
区
烏
森
町
6
-
1
1
7

⑥
大
阪
検
査
所
：
大
阪
府
大
阪
市
住
之
江
区
平
林
北
2
-
2
-
8

⑦
中
国
検
査
所
：
島
根
県
松
江
市
学
園
1
-
9
-
8

⑧
九
州
検
査
所
：
福
岡
県
北
九
州
市
門
司
区
西
海
岸
3
-
1
-
3
8

第
一

種
木

材
関

連
事

業

第
二

種
木

材
関

連
事

業

登
録
実
施
機
関
一
覧
表
（
平
成
2
9
年
1
0
月
1
7
日
登

録
）

登
録
番
号

登
録
実
施
機
関
の
名
称

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

登
録
実
施
事
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地

登
録

実
施

事
務

の
対

象
代
表
者
の

氏
名
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資料３－３ 

クリーンウッド・ナビ 

（林野庁ホームページ内） 
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資料３－４ 

木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン 

（平成 18 年 2 月 林野庁作成） 
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木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン

平 成 1 8 年 ２ 月

林 野 庁

１．趣旨

違法伐採は、地球規模での環境保全、持続可能な森林経営の推進にとっ

て極めて重要な課題であり、我が国としては、これまで「違法に伐採され

た木材は使用しない」という基本的な考え方に基づいて取り組んできた。

具体的には、違法伐採対策として、二国間、地域間及び多国間での協力推

進、違法伐採木材の識別のための技術開発、民間部門における取組の支援

等を実施してきたところである。

また、平成17年７月に英国で開催されたＧ８グレンイーグルズ・サミッ

トの結果、政府調達、貿易規制、木材生産国支援などの具体的行動に取り

組むことに合意したＧ８環境・開発大臣会合の結論が承認され、我が国と

しては「日本政府の気候変動イニシアティブ」において違法伐採対策に取

り組むことを表明したところである。

このような中、政府は、合法性、持続可能性の確認方法を整理し、国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）

に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方針を改定することによ

り、合法性、持続可能性が証明された木材・木材製品を国及び独立行政法

人等による調達の対象として推進を図ることとなった。

このガイドラインは、これらの状況を踏まえ、木材・木材製品の供給者

が合法性、持続可能性の証明に取り組むに当たって留意すべき事項等を取

りまとめたものである。

２．定義

本ガイドラインにおける用語の定義は、それぞれ以下のとおりとする。

（１）合法性

伐採に当たって原木の生産される国又は地域における森林に関する法

令に照らし手続が適切になされたものであること。

（２）持続可能性

持続可能な森林経営が営まれている森林から産出されたものであるこ

と。
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（３）森林認証制度

独立した森林認証機関が定めた基準に基づき、第三者機関が森林を経

営する者の森林管理水準を評価・認証する仕組み。

（４）ＣｏＣ（Chain of Custody）認証制度

森林認証を取得した森林から生産された木材・木材製品が、森林認証

を取得していない森林から生産されるものと混じらないように適切な分

別管理を行っていることについて、第三者機関が木材・木材製品を取り

扱う事業者を評価・認証する仕組み。

（５）分別管理

合法性、持続可能性が証明された木材・木材製品が、これが証明され

ていないものと混じらないように管理すること。

３．木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明方法

木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明については、以下の方法が

考えられる。

（１）森林認証制度及びＣｏＣ認証制度を活用した証明方法

① 概要

森林認証制度及びＣｏＣ認証制度は、持続可能な森林経営の行われ

ている森林を第三者機関が評価・認証し、そこから生産された木材・

木材製品を分別管理することにより、消費者が選択的にこれらを購入

（参考１）できるようにする制度であり、これを活用する。

② 留意事項

合法性、持続可能性については、森林認証を取得した森林から生産

された木材・木材製品がＣｏＣ認証と連結し、認証マークが押印され

た木材・木材製品、伝票等をもって証明されることが必要である。

（２）森林・林業・木材産業関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法

① 概要

森林・林業・木材産業関係団体は、合法性、持続可能性の証明され

た木材・木材製品を供給するための自主的行動規範を作成する。
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自主的行動規範においては、合法性、持続可能性の証明された木材

・木材製品の供給に取り組む当該団体の構成員についてその取組が適

切である旨の認定等（例えば、分別管理体制、文書管理体制の審査・

認定等）を行う仕組み、木材・木材製品を供給するに当たって留意す

べき事項等を定め公表する。

具体的には、認定事業者が直近の納入先の関係事業者に対して、そ

の納入する木材・木材製品が合法性、持続可能性を証明されたもので

あり、かつ、分別管理されていることを証明する書類（証明書）を交

付することとし、それぞれの納入ごとに証明書の交付を繰り返して合

参法性 持続可能性の証明の連鎖を形成することにより証明を行う、 。（

考２）

② 留意事項

ア 基本的な留意事項

各段階における合法性、持続可能性の証明書には、対象木材・木

材製品の品目、数量等の基礎的な情報に加えて、関係団体の自主的

行動規範に基づき認定を受けた際に付与された番号（認定番号）を

記載する必要がある。

イ 伐採段階の留意事項

伐採段階においては、アの基本的な留意事項に加えて、原木の伐

採箇所を記載するとともに、合法性、持続可能性の証明を次のよう

に行う必要がある。

（ア）合法性については、伐採に当たって原木の生産される国又は地

域における森林に関する法令に照らし手続が適切になされた旨を

証明書に記載すること。

（イ）持続可能性については、原木が持続可能な森林経営が営まれて

いる森林から産出されたものである旨を証明書に記載すること。

ウ 加工・流通段階の留意事項

加工・流通段階においては、アの基本的な留意事項に加えて、納

入する製品は合法性、持続可能性の証明がなされたもの又はその証

明がなされた材料を使用して製造されたものである旨を証明書に記

載する必要がある。

エ 納入段階の留意事項

納入段階においては、調達者等の要求により、アの基本的な留意

事項に加えて、納入する木材・木材製品は、合法性、持続可能性の

96



証明がなされたものである旨を証明書に記載する必要がある。

オ その他の留意事項

（ア）合法性、持続可能性の証明は、証明書に必要な事項を記載して

行うものとする。ただし、証明に必要な事項を納品書等に記載す

ることで証明書に代えることができる。

（イ）証明書の記載事項の一部と同様の事項が記載されている既存の

書類（納品書等）の写しを添付することにより、証明書における

同事項の記載を省略することができる。

（３）個別企業等の独自の取組による証明方法

① 概要

規模の大きな企業等が上記（１）又は（２）の方法によらず、独自

の取組によって森林の伐採段階から納入段階等に至るまでの流通経路

（参考３）等を把握した上で証明を行う。

② 留意事項

合法性、持続可能性については、森林・林業・木材産業関係団体の

認定を得て事業者が行う証明方法と同等のレベルで信頼性が確保され

るよう取り組む必要がある。

４．証明書の保管等

事業者は、証明書を一定期間保管することとし、その証明の根拠を求め

られた場合は関係書類等を提示できるようにしておく必要がある。

５．取組状況の検証と見直し

本ガイドラインについては、森林・林業・木材産業関係団体、学識経験

者、環境ＮＧＯ等で構成される協議会を設け、環境物品等の調達の推進に

関する基本方針に基づく国等の調達に対応した木材・木材製品分野におけ

る関係者の取組状況を検証し、必要に応じて適切な見直しを行う。
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